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◎ 第 1回 リウマチ対策作業班での主な指摘事項

【骨子 (案)等 に関する指摘事項】

〇 小 児リウマチと二般的に言われるのは、若年性関節リウマチ、スティル病や他の免

疫疾患を含んで考えられたり、診断時点でははつきりしていないリウマチ性疾患が含

まれていたりしているので、本対策の対象範囲を明確にすべきである。

【各施策に関する指摘事項】

(医療等の提供)

〇 専 門医の偏在が、地域における診療レベルの格差に大きく影響しているので、地域

における専門医を積極的に育成する必要がある。

○ リ ウマチ患者が最初に受診する、慢性期の治療を外来で担う
一般開業医 (かかりつ

け医)に対しては、必至な基本的診療技術の普及が重要であるので、ガイドラインも

その様な目線で作成されたものも別途に考えても良いのではないか。

○ 小 児リウマチと成人リウマチでは、ガイドラインの整備状況や専門治療が可能な医

師数 (′1 児ヽリウマチでは全国でも約60名 )な どで大きく違いがあるため、小児リウ

マチに対する対策も可能な限り、報告書に盛り込んで欲しい。

○ リ ウマチ診療に特化した医師以外の医療従事者の育成が重要であり、例えばその

看護師は、特定看護師を指すのか、月1途の高度のケアを提供できる看護師を指すの

か明確にすべきである。

(情報提供・相:談体制)

○ 患 者が理解しやすい、患者の心理面もケアした医療情報を充実させて欲しい。

○ 患 者をいかに早期の段階で専門病院に集め、積極的に寛解導入療法を行えるかが、

リウマチ診療の成否を決めるので、患者を効率的に集める方法を模索する必要がある。

(World OO dayなどのシンポジウムも活用してはどうか)

○ 国 の相談員養成研修の充実はよいが、実際には相談業務についていない者が多く、

有効活用されていない。

(研究開発等の推進)

○ リ ウマチは寛解するとはいえ、なおその病態は不明であり根治するわけではない

ので今後も、研究の推進は引き続き重要である。



○ 生 物学的製剤の長期 (数十年)安全性の確認や、治療成果や対策成果の観点でも日
本独自の経年的なデータベースの構築に国の支援も必要ではないか。

○ 小 児リウマチに対しては生物学的製剤の適応はないし、適応拡大にてヽ
一 ドルも高い。

小児患者が、治験に早期から参加し、薬事承認こともに使用可能になるような取組や、
小児疾患を対象とする医薬品には特例的な薬事承認の対応が欲しい。

【施策の評価等に関する指摘事項】

○ 対 策の評価は5年 ごとではなく、せめて中間評価のようなものは必要である。



リウマチ対策のね子につbねて

新規報告書 (素案)の具体的方策について
資料 2

1.医療等の提供
〇 リウマチに必要な医療体市」
〇 人材育成
〇 専門J情報の提供  ‐

2.1青報提供日本国談体告」
〇 自己管理の促進
〇 情報提供体lllの確保
〇 相談体命」の確保

3.研 究開発等の推進
〇 効果的かつ効率的な研究推進体箭」の構築
〇 研究目標の明確化
〇 医薬品等の開発促進

4.施 策の評価等



リウマチ対策報告書

(素案)



リウマチ対策の現状と問題点

(1)我 が国におけるリウマチ対策の現状

ア リ ウマチ患者の動向

我が国におけるリウマチの患者数は、一般的に約70～80万人といわれているが、

リウマチの年間発症数や罹患している患者数等に関する情報は、十分には把握され

ていない。|

なお、本報告書において、リウマチとは関節リウマチをいう。

イ リ ウマチの治療の動向

リウマチは、聞き慣れた病名ではあるが、その病因 ・病態は未だ十分に解明さ

れたとはいえず、効果的な対症療法はあるものの、根治的な治療法が確立されてい

ない。

かつては、リウマチの症状は継続的に悪化し、患者によっては、強い疼痛や変形・

拘縮などによる上下肢の機能障害などによつてQOLの 低下が生じていた。

しかし、近年、リウマチの早期診断・早期治療が可能となり、メトトレキサTト

や生物学的製剤等の治療薬の効果的な選択により、リウマチの診療は飛躍的な進展

を遂げている。特に新規にリウマチを発症した患者においては、早期から積極的な

治療を開始することで、リウマチによる関節破壊の完全な阻止を期待できる治療方

法が確立されつつある。
一方で、過去にリウマチを発症し、既に関節破壊を来して日常生活が制限されて

いる患者も数多く存在しており、機能回復のための技術革新が求められている。

ウ 主 なリウマチ対策の経緯

(ア)厚 生労働省におけるリウマチ対策

厚生労働省においては、平成9年に公衆衛生審議会成人病難病対策部会リウマ

チ対策委員会より、 「今後のリウマチ対策について」 (中間報告)と して、調査

研究の推進t医療の確保t在 宅福祉サニビスの充実1医 療従事者の資質向上、情
‐ ・・報網の確保促進tと,いう観1点から今後の施策の方向性が示され(・現在ま.でにt・免疫

アレルギー疾患予防口治療研究事業によるリウマチの病態解明、治療法の確立等

のための研究が進められている。

その研究成果はシンポジウム、パンフレット等によって情報提供されるととも

に、平成 16年 12月 から厚生労働省のホ∵ムページ上に 「リウマチ「アレルギ
ー情報」のページが開設され、正しい情報の普及の強化が図られている。

(http://www.mhlw.g。.」p/new―info/kobetu/kenkOu/ryumachi/index.html)

また、都道府県等の保健師等を対象にした 「リウマチロアレルギ■相談員養成

研修会」が実施され、地域における相談体制の確保促進が図られている。

医療機関等における適切な診断口治療法の普及のために、関係学会等との連携



により、 「関節リウマチの診療マニュアル」等の診療ガイドラインが作成され、

医療機関等に配布されている。

さらに、厚生労働省においては、平成17年に、厚生科学審議会疾病対策部会リ

ウマチロアレルギー対策委員会においてリウマチ対策の基本的方向性から、重点

的に推進すべき具体的施策に及び幅広い事項について議論を重ね、取りまとめら

れた 「リウマチロアレルギー対策委員会報告書」等を踏まえ、 「リウマチ対策の

方向性等」 (平成17年10月31日付け健疾発第1031001号)を 発出し、戦略的、体

系的にリウマチ対策を推進している。

これに基づき、従前の事業の拡充に努めるとともに、国民やリウマチ患者を対

象として、シンポジウムを開催し、リウマチに関する一般的な疾病情報、適切な

治療や薬剤に関する情報などを広く啓発する事業も開始している。      |

なお、平成8年 からリウマチ科の自由標榜が認められ、平成20年の医療施設調

査によれば、リウマチ科の標榜施設は病院と診療所を合わせて5,100施設となつ

ている。

(イ)地 方公共団体におけるリウマチ対策

都道府県におけるリウマチ対策は、地域の特性に応じて自治事務として取り組

まれており、具体的には、リウマチに関する相談、普及啓発等の取組が行われて

いる。しかしながら、ほとんどの都道府県において計画的かつ十分な対策は行わ

れていない。また、現時点において|は、各都道府県でリウマチ患者に関する調査

やt患 者の実態把握等が十分になされていない可能性がある。

(ウ)リ ウマチに関する専門医療等

リウマチ性疾患に対する専門医療の向上を図るため、昭和62年から日本リウマ

チ学会において専門医制度が導入され、日本専門医制評価 k認定機構によって承

認されている。平成23年2月現在、指導医は854名、専門医4,356名である。こ

― の ほか、日本整形外科学会は独自に認定リウマチ医制度を有しており、認定リウ

マチ医は5,389名 (平成23年2月現在)で ある。また、昭和61年2月 、日本リウ

マチ学会によリー般診療の質の向上を図るためリウマチ登録医制度が制定され、

昭和62年11月に日本リウマチ財団に移管された。平成23年2月現在でリウマチ登

録医の数は3,498名である。

(工)リ ウマチに関する研究

リウマチ・アレルギー疾患に関する診療、研修、研究、情報などに関する高度

専門医療施設として平成12年10月に国立相模原病院 (現国立病院機構相模原病院)

に臨床研究センターが開設されておりt同 研究センターでは、平成16年4月 から

理化学研究所横浜研究所免疫 ・アレルギニ科学総合研究センターとの間で、 「花

粉症、リウマチをはじめとする免疫 ・アレルギ=疾 患克服」に関する基礎研究と



臨床IJl究の連携強化及び研究成果の応用に関する協力を行う目的で、研究協力協

定を締結 し、共同で研究が実施されている:

(2)リ ウマチ対策における課題

我が国においてはこのようなリウマチ対策が実施されてきたが、これらの対策は必

ずしも全国的に推進されてはおらず、患者への医療提供等について患者のニーズに適

切に対応できていない面があり、課題を残しているといえる。

ア 医 療の提供等に関する課題                     |

(ア)リ ウマチに対する治療

○ リ ウマチ患者の状況

平成22年に実施された日本リウマチ友の会の調査 (以下 「患者の調査」とい

う。)に よれば、現在受けているリウマチ診療に対する満足度は、 「満足」が

44.3%に過ぎず、自助具を使用している患者は59:8%t手術を受けたことがあ

る患者は42.0%を占めており、関節破壊は患者のQOL低 下の大きな要因とな

っている。

○ リ ウマチ診療における問題

医療技術等の進歩により、リウマチの早期診断が可能となりつつあり、さら

にリウマチの治療においては、メトトレキサー ト(M tt X)等の抗リウマチ薬

の積極的な使用及び生物学的製剤の普及並びに人工関節を中心とする外科的

治療の進歩が図られており、寝たきリリウマチ患者の減少に寄与している。患

者の調査では、メトトレキサ=卜 が80.7%、生物学的製剤が29=1%の患者に使用

されていると報告されている。

リウマチは、悪化するまで適切な治療をしないまま放置された場合、軟骨 ロ

骨の破壊により関節機能が低下して日常労作 (ADL)の障害を来たし、ひいて

は生活の質 (00L)の低下を招く。これを防止するために、世界的には抗リウ
|| ||: :マチ薬を用いた早期かつ積極的な治療が推奨されるようにならているがt我が

__■.__■国においては未だ十分に対応できていると.はいえない:.―――‐■―:‐一■‐
'

その理由として、進行例には第一選択薬剤とされるメトトレキサートの使用

には専門的知識を要することに加えて、近年普及している生物学的製剤による

治療法は、多額の医療費を要すること、副作用としての感染症に対するリスク

マネジメントに専門的な知識を要することなどが、指摘されている。

これらに加え、リウマチ診療が飛躍的に変化している現状において、リウマ

チの専門的な診療が可能な医師や医療機関は増加傾向にはあるものの、リウマ

チ専門の医師の数については、都道府県間で偏在がある、専門医制度が統一さ

れていない、診療拠点となる病院が少ないなどの理由により、受診すべき医療

機関の選択で患者が困惑しているなどの指摘がある。



(イ)治 療法の安全性評価と新薬導入

現在使われている薬剤の安全性の評価 (市販後医薬品の評価)に ついては、医薬

品の内容に応じて必要な調査を義務づけており、その中で特に生物学的製剤の使

用による有害事象を検出する体制が整えられている。我が国における生物学的製

剤の使用による有害事象としては、感染症 (細菌性肺炎、結核及びニューモシス

チス肺炎)、間質性肺炎などが注意すべきものであることが明らかになつている。

また、生物学的製剤以外の抗リウマチ薬であるレフルノミド、メトトレキサート、

タクロリムスなどの使用において、間質性肺炎が生命予後を左右する重篤な有害

事象となり得ることが明らかにされている。

また、海外からの新薬導入 (開発及び承認)が遅いとの意見や小児を対象とし

た生物学的製剤等の新薬の導入が遅いとの指摘がある。

(ウ)患 者の実態把握

リウマチ患者の実態については、これまでリウマチの発症率、有病率、発症年齢、

機能予後、生命予後などの疫学的データが十分に得られておらず、我が国の患者

実態を客観的にとらえるための研究に対して公的競争資金などを用い、継続的な

支援を行うことが必要であると思われる。また、医療機関で収集する情報のみな

らず、患者の目線で収集された情報も、医療の標準化や国等が進める対策を検討

する上では、重要である。

(■):医療機関の連携

リウマチ診療の可能な医療機関の立地については地域により様々であるが、身

近な医療機関と専門的な診療が可能な医療機関が相互に連携してリウマチ診療

が行われることが望まれる。また、各地域にリウマチ診療の拠点になるような医

療機関を確1保し、かかりつ―け医との間|に密接な病診連携システムを構築すること

が必要である。    |

(オ)リ ウマチの診療に従事する医師及びコメディカルの更なる資質の向上

リウマチの早期診断日早期治療の必要性は増しており、これを遂行できる医師

の養成は必須である。また、小児科においてリウマチの診療に携わり、専門的な

治療に習熟した医師は全国的に見ても非常に少ないとの指摘がありtこ うした医

師の養成も必須である。

このため、厚生労働省研究班と学会等との連携により作成した診療ガイドライ

ンの普及を図つているが、必ずしも全ての医療機関において診療ガイドラインを

活用した標準的な医療の提供がなされていない。近年のメトトレキサT卜 や生物

学的製剤等による治療方法等や既に関節破壊が進行し日常生活の活動性が低下

した患者に対する治療方法等の普及のため、最新の医学的知見を踏まえた診療ガ



イドラインの改訂及びその普及が求められている。また、リウマチはほぼ全身の

各臓器にわたる病変を対象とする疾患であり、リウマチの早期診断には膠原病を

中心とするリウマチ性疾患との鑑月1が極めて重要であるため、専門の医師の育成

に当たつては、内科医、整形外科医等が縦害1りで診療 ・研修を行うことなく、関

連学会との連携等を通して幅広い知識を習得する機会を設ける必要がある。

また、リウマチ診療には医師とコメディカルとの連携が必要不可欠であり、リ

ウマチ診療に精通した看護師、薬剤師、理学療法士、作業療法士などの育成も重

要である。

イ 研 究開発及び医薬品等開発に関する課題

リウマチの疫学、早期診断法や新規治療法の開発等については、国や関係学会等

を中心に積極的な取組が進められ、メトトレキサート及び生物学的製剤等による寛

解導入療法が標準化されつつあるが、患者に最適な治療の選択方法やその治療を進

める上でそれぞれの立場から注意すべき事項、診療計画表など、標準化されてい

ないものもある。

研究実施状況としては、これまでの萌確な目標設定とその達成度を適正に評価す

る体制に加え、継続的に多くの機関が活用できる患者データベTス 等を用いて、よ

り効率的に患者情報を収集すべきであること、病因口病態研究解明を通じてさらに

新規治療法の開発を目指すべきであることなどの指摘がある。

なおtリ ウマチの予防法の開発や根治的治療法の開発に向けた研究の推進も、引

き続き図られるべきである。



,

2 今 後のリウマチ対策について

(1)リ ウマチ対策の基本的方向性

ア 今 後の リウマチ対策の目標

○ 最 終的目標

国の リウマチ対策の目標としては、リウマチに関する予防法や根治的治療法を確

立 し、国民の安心 ・安全な生活の実現を図ることにある:

○ 当 面の目標

平成17年に通知した「リウマチ対策の方向性等」を踏まえて、①医療提供等の確保、

②情報提供 ヨ相談体制の確保、③研究開発等の推進といつた点について施策を実施 ・

推進することにより、リウマチの早期診断手法が確立されたこと、生物学的製剤の効

果的な選択による寛解導入方法が見出されつつあることなど、著しく改善された事項

も多いが、今なお残る課題や新たに生じた課題も明らかにされてきている。

こうした事項を踏まえ、劇的な治療方法の変革により生じた必要とされる施策の変

化や、以前より指摘されて
｀
いる問題点を踏まえ、その解決を図るために必要なリウマ

チ対策を改めて策定する必要がある。

当面の日標としては、以前は不治の病とされていたリウマチを「寛解導入が可能な

疾患」にすることを目指すべきである。このため、最新の知見に基づいた診療ガイド

ラインの改訂等による最新の診療水準を普及することや失われた関節機能を改善さ

せることを目的とした医療の提供等や、リウマチに係る適切な医療情報を得られる様

な体制の構築を目的とした情報提供口相談体制の確保、関節の破壊を阻止するための

治療方法の確立や関節破壊に伴う1日常生活の活動性の低下の改善を目的とした研究

開発及び医薬品等開1発の推進に取り組むことが重要である6  :

イ 国 と地方公共団体との適切な役割分担と連携体制の確立等

上記リウマチ対策の目標が達成されるためには、国と地方公共団体、関係団体等に

ヽおける役割:分担及び連携が重要となる:     ‐

国と地方公共団体の役割分担については、リウマチの特性及び医療制度の趣旨等を

考慮すれば、基本的には、都道府県は、適切な医療体制の確保を図るとともに、市町

村と連携しつつ地域において正しい情報の普及啓発を行うことが必要である。一方、

国は地方公共団体が適切な施策を進めることができるよう、先進的な研究を実施し、

その成果を普及する等の必要な技術的支援を行う必要がある。

|  ま た、このような国と地方公共団体における役割分担の下、国は患者団体ヾ日本医

師会、日本リウマチ学会、日本整形外科学会、日本小児科学会、日本リウマチ財団等

関係団体と連携してリウマチ対策を推進していくことが必要である。

ウ 当 面の方向性

○ 医 療の提供等



リウマチの治療法については、現時点では、完全な予防法や根治的な治療法は開

発されていない。しかし、早期からのメトトレキサー トの使用に加えて、不応例に

対しては生物学的製剤を積極的に導入することにより、関節破壊の進展を阻止させ

る治療方法が確立しつつある。このような背景を踏まえ、今後は、リウマチが強く

疑われる患者、進行性かつ活動性の高いリウマチ患者、高齢かつ臓器合併症など

の生命予後上のリスク因子を有するリウマチ患者などが早期に専門医療の可能な

医療機関を受診し、リウマチによる関節破壊を阻止できるような医療体制の確保が

重要である。また、治療方針が確定した患者は、リウマチ診療に必要な基本的診療

技術を習得したかかりつけ医によって治療を継続される様な病診連携体制が構築

されることも必要である。                    ・

また、既に関節破壊が進行し日常生活の活動性が低下しているリウマチ患者に対

しても、関節破壊の進展阻止を目指した重症化防止の取組、人工関節を中心とする

外科的治療、総合的な理学療法等による関節機能の改善を目的とした取組も、リウ

マチの医療等の提供を考慮する上では重要である。   |

これらの取組により、可能な限り入院患者を減少させ、又は入院しても短期で退

院し社会復帰できるよう、適切な入院治療 日外来治療を提供することを目指す。

○ 情 報提供 ・相談体制

国及び地方公共団体は、患者を取り巻く生活環境等の改善を図るため、患者や国

民に対する情報提供体制の確保や相談体制の確保のための対策を講じ、患者や国民

がリウマチに係る適切な医療情報を得られる様な体制の構築を目指す。

○ 研 究開発等の推進

リウマチ対策研究の基本的方向性としては、関節の破壊を阻止するための治療方

法の確立に重点を置くとともに、関節破壊に伴う日常生活の活動性の低下を改善さ

せるための有効な治療法の開発を推進する。     |

なお、長期的視点に立ち、リウマチの予防法と根治的な治療法の開発を進め、最
‐ ‐終的にはリウマチの克服を目指す。

(2)リ ウマチ対策の具体的方策

上記の方向性を具体的に達成するため、今後、重点的に取組を行う具体的方策は以下

のとおりである。

ア 医 療の提供等

(ア)リ ウマチの治療に必要な医療体制の確立

口 国においては、日本医師会等医療関係団体や関係学会等と連携して、メトト

レキサート及び必要に応じて生物学的製剤を使用した治療により寛解導入に結

びつけることができるようになつたことを踏まえ、診療ガイドラインの改訂を



行うとともに、その普及により地域の診療レベルの不均衡の是正を図ることが

必要である。
お 都道府県においては、上記のような国の取組や医療計画等を活用して、地域に

おけるリウマチに関する医療体制の確保を図ることが求められる。また、適切な

地域医療の確保の観点から、地域保健医療対策協議会等の場を通じ、関係機関と

の連携を図る必要がある。なお、地域医療に求められる医療連携体制の例として

は、以下のようなものが考えられる。病状の安定している時期あるいは寛解導入

後療技術を習得した身近なかかりつけ医が診療し、急速進行の高リスク群 (高疾

患活動性、早期からの骨びらんの存在、抗CCP抗体高値など)、 重症難治例や著

しい増悪時、診断から寛解導入に至るまでの時期には専門的な対応をリウマチ診

療の専門機能を有する医療機関が行う。なお、リウマチの早期診断には専門的な

対応を要することも多いため、身近なかかりつけ医が専門的な検査や診断が可能

な医療機関に時機を逸することなく患者を紹介することが重要であ―る。また、リ

ウマチはほぼ全身の臓器に係わる疾患であることから、上記のような専門医療機

関等を支援できる集学的な診療体制を有している病院を都道府県に1箇所程度

確保するというような医療連携体制が考えられる。加えて、小児リウマチの医療

体制についても、必要に応じて、周辺都道府県と連携してその確保に努める必要

がある。
・ ‐地方公共団体においては、機能障害の回復や機能低下の阻止のため、リウマチ

のり′、ビリテーションを行うことができる環境の確保を図る。その際、市町村に

おいては、高齢者が寝たきり状態になることを予防するために実施している地域

リハビリテーション推進事業t高 齢者の医療の確保に関する法律に基づく機能訓

練の活用や介護保険制度に基づく介護サービスの活用等も考慮 し、地域における

リハビリテーション体制の確保に留意する。
. あ
わせて、在宅療養を支援するための難病患者等居宅生活支援事業の活用を図

ることも,重要である.。

「リウマチによる関節破壊ストップ作戦」の提唱

現在、リウマチ患者の総数は、約70～80万人といわれている:リ ウマチの根治的な

治療法は今なお確立されていない状況ではあるが、メトトレキサー トの早期からの積

極的な使用に加え、近年開発され普及しつつある生物学的製剤の積極的な早期投与に

より、以前は不治の病とされていたリウマチがtほ ぼコントロールできる疾患とし

てその位置付けを移しつつある。このような概念は
'Window of OppOrtunity:と

言

われ、早期発見・早期治療の重要性を示すものとして国際的に注目を集めている。リ

ウマチの診断に関してはt米国リウマチ学会/欧 州リウマチ学会による新分類基準が

平成22年に発表され、今後我が国でも広く使用されるものと思われる。また、関節破

壊を非侵襲的に評価できる関節超音波検査の標準化もt我が国では日本リウマチ学会

を中心に進められている。



こうした診断及び治療方法の革新を踏まえ、今後、リウマチが原因で関節機能が損
‐

なわれることがないようにすることによりt患 者の生活の質を向上させるとともに、

入院患者の減少又は入院期間の短縮を図るためには、最新の知見に基づいて提唱され

た早期診断法やリウマチ発症初期におけるリウマチ寛解導入療法といった有効性の

高い治療法を普及し、適切な医療を効率的に提供できる体制を確立すること、相談や

情報提供等患者を取り巻く環境を整備し、患者が適切な医療を可能な限り早期に享受

できるようになることを目指す必要がある。特に、寛解という明確な治療目標を設定

し、総合的疾患活動性指標 (DAS28など)を 用いて目標到達まで治療を積極的に推進

するTreat to ttargetという手法が従来は糖尿病、高脂血症などで行われてきたが、
|

リウマチの分野でも世界的に急速に広まつており、平成23年に米国リウマチ学会/欧

州リウマチ学会から発表された新寛解基準とともに、我が国でも普及を図る必要があ

る。                           .

(イ)人 材育成        ■

○ リ ウマチの基本的診療技術を習得した身近なかかりつけ医の育成
・ 診療ガイドラインに基づく治療を行うことにより、患者のQOLを 向上さ

せ、効率的かつ適切な医療の提供を促進できると考えられることから、国にお

いては、日本医師会等の医療関係団体や日本リウマチ学会等の関係学会等と連

携してt診療ガイドラインの普及を図るな・ど、急速に変遷しつつあるリウマチ

の診断及び治療に関する啓発活動を積極的に行う。これに加え、診療ガイドラ

インに基づいた、リウマチの診療における必要な疾患自体の知識t適切な治療

方法及びその考え方、外来診療における留意事項等のかかりつけ医が習得して

おくべき基本的診療技術を明確にするとともに、リウマチの基本的診療技術を

習得した身近なかかりつけ医の育成に努める。
・ 医学教育においては、全国の医科大学 (医学部)の教育プログラムの指針と

なる 「医学教育モデル・コア・カリキュラム」において、 「関節リウマチの病

態生理、症候t診断、治療とリハビリテTシ ョンを説明できる」等の到達目標

を掲げておりt各大学においては:これに基づいた教育カリキ三ラムを策定し、
一‐ .―その充実.を図ることが必要であるままた、一.医師国家言式験出題基準においてリウー・

マチが取り上げられている。
・ 臨床研修においても、現在、経験が求められる疾患の 1つとしてリウマチが
:取
り上げられており、プライマリケアの基本的診療能力としてその正しい知識

及び技術の修得が求められている。臨床研修を受けている医師は自らリウマチ

診療について経験する必要がある。
・ 日 本医師会において実施している医師の生涯教育においても、今後ともより
―層リウマチに係る教育が充実されることを望みたい。

○ リ ウマチ専門の医師の育成

10



・ リウマチ診療の質の向上及び都道府県間におけるリウマチ専Flの医師の偏在

是正を図るため、関係学会におけるリウマチ専門の医師が適切に育成されるこ

とが望まれる。また、リウマチ診療はほぼ全臓器に関わる診療となるため総合

的なリウマチ専門の医師の存在が重要と考えられ、関係学会において、そのよ

うな専門の医師の育成について検討することが望まれる。
・ それぞれの地域におけるリウマチ専門の医師を育成するため、リウマチ診療

の専門機能を有するのみでなく、専門的なリウマチ診療を担う医師の教育研修

をそれぞれの地域で効率的に行える医療機関の確保も医師の偏在是正を図る

上では重要である。
・ 日本リウマチ学会リウマチ専門医と日本整形外科学会認定リウマチ医の認定

の基準や方法等においては、専門医の在り方を踏まえつつ、リウマチの鑑別診

断、メトトレキサートや生物学的製剤を用いる専門的な薬物治療とそのリスク

管理や手術の予後に関する知識等の共通化が図られるとともに、将来的には、

リウマチを専門に診療する医師の基準や認定が統下されていくことが望まし

い 。

・ 疾患管理により高い専門性が求められる小児リウマチ診療に携わる人材の

育成について、日本小児科学会等における専門的な診療技術の確立やその普及

に向けた取組が望まれる。

○ 1医師以外の医療従事者の育成

‐保健師、看護師、薬剤師t理 学療法士等においても、リウマチ患者に適切に対

応できるよう、知識 ・技能を高めておく必要がある。なお、保健師、看護師につ

いては、日本リウマチ財団や日本看護協会の研修等において、今後ともよリ
ー層

リウマチに係る教育が充実されることが望ましい。

(ウ)診 療の質の向上

○ 診 療ガイ ドライン及びクリニカルバスについて

‐ ・ 国は、関係学会等と連携して、リウマチ医療を提供する医療機関が、適切な

治療法の選択や薬剤投与による副作用の早期発見等の適切な医療が実施でき

るよう、発症初期のリウマチの診断及び治療を含めたリウマチ診療に対する最

新の知見を整理した診療ガイドラインの改訂及びその普及を図る必要がある。

日 入院するリウマチ患者に対して、適切な入院医療が提供されるよう、専門的

なリウマチ診療を行う病院は、病態別重症度別のクリニカルパス (検査及び

治療等を含めた詳細な診療計画表をいう:)を 積極的に導入していくこ

とが望まれる。
・ 患者の長期的な治療計画の標準化、標準化された治療計画の推進のために

は、地域連携クリニカルパス (リウマチの専門医療機関と地域の医療機

関等が診療上担う役割を明確化 した計画表等により、リウマチ患者



に対する診療の全体像を体系化 したものをいう。)等 も有効である

と考えられる。

○ 専 門情報の提供について          ,
・ リ ウマチに関する研究成果等を踏まえた専門的な医学情報については、国は

関係学会等と協力して必要な情報提供を適宜行うこととする。
・ 専門医療機関等からの相談に対応することを目的とした (独)国立病院機構

相模原病院臨床研究センターの相談窓口についても引き続き活用されること

が望まれる。

イ 情 報提供 ・相談体制

(ア)情 報提供体制の確保
口 国民及び患者にとつて必要な情報としては、リウマチに関する一般疾病情報、

適切な治療や薬剤に関する情報、研究成果等に関する最新診療情報t医療機関及

びサニビスの選択に係る情報などが考えられる。
・ 具体的な情報提供手段としては、正しい情報を効果的かつ効率的に普及するた

めには、ホームペTジ のみならず、パンフレット等を活用した情報提供が必要で

ある。        ′
・ 国においては、適宜関係学会等と連携し、ホームページやバンフレット等を活

用して、最新の研究成果を含む疾病情報や診療情報等を都道府県等や医療従事者

等に対して提供する。また、免疫アレルギー等予防「治療研究推進事業において

実施されるリウマチロアレルギ∵シンポジウムにより、リウマチに関する上記の

情報を国民に広く啓発し、国民がリウマチに対する正しい知識を得るための機会

を確保することに努め、専門的な診療を必要とする患者が専門医療機関に確実に

受診できるよう支援していく。
・ 地方公共団体においては、国等の発信する情報を活用する、リウマチ・アレル

ギー特別対策事業を活用するほか、それぞれの地域医師会等の協力を得ながら、
:医 療機関等に関する情報を住民に対して提供することが望ましい。  |

(イ)相 談体制の確保
“ 国は、地域ごとの相談レベルに格差が生じないよう、全国共通の相談員養成研

修プログラムを作成し、 「リウマチ・アレルギニ相談員養成研修会」の内容に関

する充実を引き続き図るものとする。
日 地方公共団体は、このような国の取組を踏まえ、都道府県においては体系的な

リウマチ相談体制の構築、具体的には、一般的な健康相談等は市町村において実

施し、支援の一環としての相談 ・支援、医療機関情報の提供の実施等については

保健所において実施する等を検討し実施することが望ましい。
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ウ 研 究開発及び医薬品等開発の推進

(ア)効 果的かつ効率的な研究推進体制の構築
ヨ 研究企画・実施 口評価体制の構築に際し、明確な目標設定、適切な研究評価等

を行うことにより、リウマチに関する研究をより戦略的に実施し、得られた成果

がより効果的に臨床応用されることが重要である。
・ 国は、政策的課題に関連するテーマも勘案した上で、適切に公募課題に反映

させるとともに、研究課題の採択に当たつて、リウマチ分野において重要性、発

展性が高く、かつ独創性、新規性の高い研究課題を採択するほか、免疫アレルギ
ー疾患等予防口治療研究事業の中でテーマの類似している研究課題の統廃合を図

る必要がある。なお、国が進めていくべき研究課題は、民間企業や医療機関と国

との役割を認識しながら、研究事業の評価委員会の意見を踏まえ、課題の決定を

行う。
口 治療効果も含めたリウマチ患者の動向を適切に把握することは、単に疾患統計

という視点のみならず、病因、病‐態、治療、予後等の研究を効果的かつ効率的に

進める上で重要であるとともに、薬物投与による長期的な副作用に関する情報を

収集する必要性が高いと考えられることから、継続的かつ汎用性の高い患者デニ

タベース等をその対策の為に利用することも重要である。

(イ)研 究目標の明確化

○ |‐1当面成果を達成すべき研究分野

●これまで得られた研究成果等を踏まえ、今後よリリウマチ診療の医療の均てん

イヒや医療水準の向上に資するような研究成果を得られるよう、特に次の研究分野

に関
.して重点的に研究を推進していく。

(関節破壊の阻止)
・ リウマチを可能な限り早期に的確に診断し、関節破壊等の病状が進行する前

に寛角翠導入療法を積極的に開始し、リウマチによる関節の破壊を阻止するため

の:治療方法及び治療戦略の確立を目指す。

1  日 近年普及している複数の生物学的製剤等について、より効果的でより安全な

使用方法を確立するための研究
= 治 療効果、重症度の改善効果、副作用の少なくない医薬品使用時の安全性等

を、より詳細に把握するための研究

(関節機能の改善)
・ 既に関節破壊が進行し、身体機能に障害を来しているリウマチ患者の活動性

を改善させることを目的として、外科的治療法や医療用具等の開発、リハビリ

テーション療法の確立等を目指す。

○ 長 期的目標を持つて達成すべき研究分野

上記の関節破壊の阻止や関節機能の改善に関する研究に取り組みつつ、病因 ロ
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病態 (免疫システム等)に 関する更なる研究を進めてリウマチの克服を目指す。

(関節リウマチの予防法と根治的な治療法の確立)
・ リ ウマチの病因口病態や先端的治療に関する研究

例 リ ウマチの遺伝的要因、環境要因の分子機構に関する研究

リウマチの免疫異常とその制御に関する研究

リウマチの骨口軟骨破壊抑制等に関する研究

各病態に応じた治療法の確立に関する研究

疾患制御の効果についての介入試験のデザインとその評価等や費用対効

果分析に関する研究

(ウ)医 薬品等の開発促進等
口 日本は欧米程度の医療水準が確保されるよう、新薬開発の促進が図られていく

必要があるしまたt安 全性 口有効性を確保しつつ、適切な外国デT夕 があ

ればそれらも活用しながら、医薬品の薬事法上の承認に当たちて適切に対応して

いく必要がある。     .
・ 国においては、優れた医薬品がより早く患者の元に届くよう治験環境の確保に

努めるとともに、有害事象を的確に把握できるよう収集された副作用データベー

スの活用方法を検討する必要がある。また、リウマチに対する生物学的製剤は、

その誕生から長くても15年 程度しか経過しておらず、生物学的製剤の長期的な

副作用に関しては、明らかにされていないことに留意することも重要であるb

(3)施 策の評価等
・ 国においては、適宜、有識者の意見等を聞きつつ、国が実施する重要な施策の実

施状況等について評価し、またt地方自治体の実施する施策を把握することにより、

より的確かつ総合的なリウマチ対策を講じていくことが重要である。     |

・ 地方公共団体においても国の施策を踏まえ、国や関係団体等との連携を図り、施

策を効果的に実施するとともに、1主要な施策について政策評価を行うことが望まし
・ .  い

6     1  ~ ‐
 ‐ ‐  ‐― ― ‐‐  | _ _  ‐

 _‐ ・・
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参考資料 1

リウマチロアレルギす対策委員会の開催要項

開催 目

O リ ウマチ及び気管支喘息、アトピー性皮膚炎、花粉症等の免疫アレルギー疾患は、

長期にわたり著しく生活に支障を来す等、国民の健康上重要な問題となっている。こ

のためt平成 17年 にリウマチ対策及びアレルギー疾患対策を総合的口体系的に実施

するべくその方向性等を報告書にまとめ、リウマチ・アレルギー対策を実施してきた。

O 近 年の医療水準の向上や社会背景の変化等を踏まえ、より効果的な対策を検討す

るため、厚生科学審議会疾病対策部会リウマチ‐アレルギー対策委員会(以下「委員

会」という。)を開催する。

リウマチ・アレルギー対策委員会の役

○ 委 員会は、リウマチ対策及びアレルギー疾患対策についての有識者により、こ

れまでのリウマチ対策及びアレルギー疾患対策の評価を行うとともに、今後のリウマ

チ及びアレルギー疾患の対策の方向性及び具体的方策を検討し、報告書を策定す

る。               .

b 構 成及び事務局釧       |

O 委 員会に参集を求める有識1者は、リウマチ対策及びアレルギー疾患対策に精通した

学識を有する.者とし、15名以内で構成するものとする。

○ 会 議の庶務は、健康局疾病対策課において処理する。

O 委 員会の開催に関して必要な事項は、委員長が定める。

降 作 業班の設置          ‐

O‐ 委員会の下に、リウマチ対策及びアレルギ=疾 患対策それぞれについて、リウマ

チ対策作業班及びアレルギー疾患対策作業班を設ける。



リウマチ対策作業班開催要項

(目的)

第 1条  リ ウマチ対策作業班 (以下 「作業班」という。)は 、厚生科学審議会疾病対

策部会 リウマチ ・アレルギニ対策委員会 (以下 「委員会」とぃう9)が 参集を

求めるリウマチ対策の有識者により、厚生労働省におけるリウマチ対策につぃ

て専門的な検討を行うことを目的として開催する。

(検討事項)

第 2条  作 業班は、リウマチ対策を総合的 腱体系的に実施するため、'これまでのリウ
マチ対策の評価を行うとともに、今後のリウマチ対策の方向性及び具体的方策

を整理し、委員会に報告する:

(作業班の構成)         .

第 3条  作 業班に参集を求める有識者は15名 以内で構成し、リウマチ対策に精通し

た学識を有するものとする`

(班長の指名)

第 4条  作 業班に班長を置く。班長は、作業班班員の中から互選により選出する。     |

(会議の公開)           .

第 5条  作 業班の会議は公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保護

に支障を及ぼすおそれがある場合又は知的財産権その他の個人若しくは団体の

権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合には、班長は、会議を非公開と

することができる:         ・

2 班 長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置

をとることができる。

(議事録)

第6条  作 業班における議事に関して次の事項を議事録として記録するものとする。
一 会 議の日時及び場所

二 出 席した作業班班員の氏名

三 議 事となつた事項

2 議 事録は公開とする。ただし、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合

又は知的財産権その他の個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれが

ある場合は、班長は、議事録の全部又は一部を非公開とすることができる。
3 前 項の規定により議事録の全部又は一部を非公開とする場合には、班長は、非公

開とした部分について議事要旨を作成し、これを公開しなければならない。



(作業班の庶務)

第 7条
‐
作業班の庶務は、厚生労働省健康局疾病対策課におし`て総括し、及び処理す
る。

(雑則)

第 8条  こ の開催要項に定めるほか、作業班の運営に関し必要な事項は、班長が定め
る。 |



参考資料 2

リウマ千対策(H17～)の評価
こ現在の問題点

東京医科歯科大学膠原病 ・リウマ千内科

日本リウマ子学会理夢長

富堰催之

評価法 (5点 法)

□評価対象 :リウマ手に関する予防 ・治療法
を確立し、国民の書Jb・安全な生活の実現
に寄与 0貢献をしたか?

5:太 いにした

4:し た

3:こ ちらでもない

2:し てら1ない

コ:全くしていない



I′ウマ千対策 (H17～HZl)

(r)医 療等の提供
(7)力 1からlつl■Eを 中心とした医療体制の確立
(イ)人 材青威
(ウ)診 療の質の向上
(2)情 報提供 ・相饉体制
(7)自 己管理の促進
(イ)情 報提供体制の確保
(ウ)相 麟体制の確保
(3)研 究開発及び医薬品開発の推進
(7)効 果的かつ効率的な研究体制の構築
(イ)研 究日標のBH嗜化
(ウ)E薬 品の開発促進等
(4)洒 環 0詳 Im春

(7)医 療等の提供

(ア)か から1つIf医を中JLこした医療体制の確立
0診療ガイドラインの作成 ・改訂 : 3～ 4/5

日本リウマチ学会:生物学的製剤使用ガイドライン
日本リウマチ学会リウマチ診療ガイドライン作成予定

・集学的な診療体制を有している病院の確保 :

3/5
・地域におIIるり′ヽビリテーション体制の確保 :

3/5

2



(7)医 療等の提供

(7)人 材育成
・リウマ手診療に精通したかかιlつIf医の育成 :

リウマチ登録医約4,000名
0リウマ手専門の医師の育成 :

関連学会(日本リウマチ学会リウマチ専門医約4,000名、
日本整形外科学会認定リウマチ医約5,000名)

・保健師、書護師、栞剤師の育成    3/5

日本リウマチ財団(リウマチケア看護師育成制度)

3/5

4/5

(7)医 療等の提供

(ウ)診 療の質の向上
・診療ガイドライン 3/5

(H16.4月 関 節リウマチの診療マニュアル(改訂版)診
療のマニュアルとEBMに基づく診療ガイドライン;
越智隆弘編集)

・クリティカ′Lパス :

・専門情報の提供 :

3/5

3-4/5
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(7)情 報提供 ・相談体制

(7)自 己管理の促進
・自己管理する内容

(リウマチ・アレルギー疾患予防・治療研究事業

公開シンポジウム) 4-5/5

・自己管理の修得法の普及 :

(リウマチ・アレルギー相談員養成研修)2～ 3/5

(2)情 報提供 ・相談体制

(イ)情 報提供体制の確保
・情報提供手段

(リウマチ・アレルギー情報ホームページ)

4/5

(ウ)相 談体制の確保
(リウマチ・アレルギー相談員養成研修会の充実)

2-3/5
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(3)研 究開発及び医薬品開発の促進

(7)効 果的かつ効率的な研究推進体制

の構築

リウマチ・アレルギー予防口治療研究事業
4/5

(イ)研 究目標のロロ確化      4/5

(ウ)医 薬品の開発促進等     3/5
承認審査の遅れ→ドラッグラグ
(インフリキシマブ:4年、エタネルエプト6年 )

リウマ千対策の問題点こ
今後の対策



RAにおIIる間節醜壊の経時変化
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I′ウマ手を早期発見 0早期治療
するここの重喜性

□間節磁壊の防止→00Lの改善

□含僻症発生の阻止→生命予後の改善

□国民締医療費の軽減

快道な口民生活

今やリウマ子の診断勝
早期tlら可能になった′

□問診

□診祭

□血 液検 査 (1′ゥマ千反応、抗CCP抗体,‖‖P-3)

□X線榛査

□間節超音波榛宣、‖R:榛宣

□その他
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これ春でのリウマ手の診断基準
1987年RA分順基準 (lCR)

□262人のRA患者

□比較群 (013Z%,SLE 20%,PsA 4%な ど)

□R10平 均罹病期間 :7。7年 r

分類基準であって、診断基準ではない

→ 特 異性勝高llがs感 度勝僣い

ACR/EULAR響 ら1繭彰)]断聾E:馨1年同|(2009)

口できるだII早期alらRAを診断し、

ロメトトしキサート(MTX)を開始するここに
よって

□関節磁壊の阻止を行う

ここを目的こしている。
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2010 1CR/EULAR RA分:頁基準
スコ'(010)

lヶ所以上の滑朧贅
(他の疾患では説明nt不可)

リウマトイドa■ 。r ttcCP抗体

各項目の加算が63SA上

RAこ診断

ただし、DIP,
C‖C,第 :‖TP間

節勝腫脹間師歌
から除く
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有効性の高い栞剤が登場した r

ロメトトレキサート (‖TX)

米国承認1989,日本承認1999

□生物学的製剤

インフリキシマフ
゛
米国承認1999,日本2003

エタネルセフ
゜
卜米国承認1998,日本2005

アタ
゛
リムマフ
゛
米国承認 2002,日本2008

メトトレキサート勝アンカードラッグである

・高い有効性

・間師磁壊阻止効果あら1(欧米)
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MTXの ポジショニングー日本

□わが日では添付文書上、第一選rR
栞剤こしてf●用で蓄 い

□使用する医師(特に整形タト科医)が
MTXの 副作用を恐れ、作用の弱い
,‖AR,sを使用する傾向
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2000～2009年の疾患活動性の改善
IORRA#1～#19

東京セ子EArr● :′ゥマ子“ロセンター山中 書依層さら:供与

2000～2009年の疾患活動性の改善
10RRA#1～#19

東京セ子E太 膠目自リウマ手廣ロセンター山中 書敏擢よι:供与
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2000～2009年の服用薬剤の変化
10RRA #1-#19

RAの転帰の推移 (2005→2010年)

寛解+改 善勝21。6%→31.1%こ増加した ′

日本リウマ手なの会リウマ千白書事ι:
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RAの手術歴の推移 (2005→2010年)

手術勝54。5%→42。0%に減少した

日本リウマ手なの会|′ウマ手白書よι:

生物学的製剤の利点

□速舶性

□寛解に導入できる

□間節環壊を止めることができる

□間節機能を正常化できる

□寿命を延肘 ことが‐ る?
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生物学的製剤の問題点

□感染症を増やす可能性がある

□医師の専門的知識が必喜

□高価である

□日から飲むことができない

リウマ千診療の急速な変税こ進展

□RAの 早期診断0早期治療が可能になった

口MTXが 積極的にf●用されるようになった

□生物学的製剤が早期から積極的に使用され
るようになった

15



Window of Opportunity
(治療機会の窓)

タイト・コントロールの重要性

□糖尿病の治療→H♭ハIC

□高脂血症→LDL/HDL

□I′ウマ千→DAS28

コントロー′しの強化

尋

よιlよい治療結果

16



目標達成に向IIた治療
(Trea1 lo Targe十, TZT)

疾患活動性に

応じて治療方針を
決定する

症状轟化の場合は

治療方針を見直す

1～3カ月ごとに
総合的指標を用
いて俵●活動性
を評価する

的3～6カ月ごとに

疾患活動性を

押口する

|  ●
(

症状悪化のjl合は

治療方針を見直す

( 低 疾患活動性

疾患活動性に

応じて治薇方針を

決定する

低疾患活動
性の維持

代替的な
治療目標

Smdon JS.θ′″′277′力θ″″2,201069631‐637

:′ウマ千治療のキーワード

・早期から(ear:v)
・積極的に(aggreSS:Ve)
・厳密に(+igh+COnlrol)

ユ

17



I′ウマ千0治 療目標が変わった′

DハS(2.6

2.画像的寛解 yP_Tss(0.5

口機能的寛解 HハQく0.5

票剤中止寛解
1+2+3=完 全寛解

リウマ手専門医の多様性

□日本リウマ子学会認定リウマ千専門医

□日本整形タト科学会認定リウマ千医

□日本:′ウマ手財団llウマ手登録医

□自由標悟による「自称リウマ千医」

患者サイドからは自分がここを受診
したらよいか、わからない

18



日本リウマ手学会認定リウマ手専門E

リウマ手硼"ロ       リ ウマ子77B
5年以上 1        5年 μ上 1         5年 以上

日本リウマチ学会      日 本リウマチ学会        日 本リウマチ学会

入会5年         入 会5年           入 会5年

:号琴:撃::
ヽロロロロロ●●♂

日本壺膨外科学会専門E

専門傾域

域領本基

「

―

ト

ー

リ

医科

‘

ロ

ロ

外

年
　

形

６
　

整

日1 1′ウマ千専門E制 庸

|
その他

リウマ千登録医

□日本:′ウマ千財団 :約4′000名
05年以上のリウマ手診療歴
・リウマ千患者診療録名簿40名の提出し、
うち20名 (>RA3名 )の 診療記録の提出
・教育研修会>20単 位

19



参考資料 3

IIウマ千患者の現状
― 「リウマ千白書」よιl―

●
」

′
／
１
　
　
‐′

摯
´

‐
　
　
　
′
　
．

`Zi社 団法人日本リウマチ友の会

社団法人日本リウマ千なの会の概喜

設  立 1 9 6 0年5月設立

19 7 0年社団法人認可

会の目的 リウマチに関する正しい知識を広め、リウマチ対策の確立と推
進を図り、リウマチ性疾患を有する者の福祉の向上に寄与する
こと。

会  員 約20,000人、10～80歳代

構成:関節リウマチ・悪性関節リウマチ・若年性リウマチなどの

患者、家族、リウマチ専門医、医療関係者、ポランティア

など。

活動地域 全国(全国都道府県に47支部)

関係団体 日本リウマチ学会、日本リウマチ財団、日本障害者協議会、障
害関係団体連絡協議会、JDA(障 害者差別禁止法を実現する

全国ネットワーク)、ヘルスケア関連団体ネットワーキング

患者の声を医療政策に反映させるあり方検討会



『20,0年 1′ウマ千白書』

8,307A (100.0%) 7,641人(92.0%) 571人 (6.9%) 95人 (1.1%)

2



I′ウマ千こ診断された年齢

狙劉■■
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鍋
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一
０̈
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リウマ千治療04本 柱
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テ
ー
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主治医

主治医はリウマチ専門医

(リウマチ薬以外もすべて)

2010年

菫の処方

薔の種類敬

2005年

薬の処方

姜の種類敷

処方されていない

212人 (26%)

― ― 無 答
662人 (800/.)

処方されていない
124人 (1_がゆ

一― 無 答
1 2 8 人( 1 2 0

4



I′ウマ千治療のために
処方されている栞の種類

(%)0

抗リウマチ薬

痛み止め(湿布葉・

ぬり薬も含む)

ステロイドホルモン剤

8070/.

77.1°/.

5.693人 766°/。

73.7%

57.59る

605°/.

生物学的日剤

リウマチの率は
処方されていない

無 答

2.161/\  29.1 %
lqsv"

I rss,,t e.r % Qoloafifia'r)

I zo^ o.s.z"
I t g z

|12010年

目■2005年

メトトしキサート

( )ヽ0

いま処方されている

処方されたことがない

処方されたが副作用の

ために止めた

処方されたが効かない

ので止めた

過去にかかった自気のために

服用できない

主泊医に働められたが断つた

主治Eが 処方してくれない

820人 804ヽ

その他

鯖 答

I B 8 3   1 4 . 7 $

I83s . r -  13o9a

! z u r  r e r

I  r re l  z .o $

l o , r .  o r r

l z l . r .  o + t

l r o l . r .  z l r

! r r s l  s r t
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生物学的製剤

処方されたことがない

いま処方されている

輛♀ __一 早____撃 __撃 __ 半 ミビ
V・̀

主治医に働められた力
l_26!人  35ヽ

断 つた

使いたいが高額なの
I■ ぉ9人35ち使えない

10■lこかかった病気R■ ぉ2人34ヽために使えない

処方されたが副作用など9112:4人 291ために止めた

処方されたが副作用などのために ■120人 161別の生物学的製剤に■えた

主治医が処方してくれない 199人
 :3ヽ

処方された力
l:44人  06ヽ効かないので止めた

その他 ‐
346人 47ゝ

無 書         726人  98Ь

手術の経験者は2005年 調査(54.4%)よ り12.4%減 少している。
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手術の種類

くり0   10   20   30  _撃_ _翠 __卑   ■十響
人工閲節置換術
(再置換術も含む)

滑膜切除衛 1,917人  420%

聞節固定衛            1,055人  23!%

関節形成術          830人  :841

腱再建術         773人  169%

その他       581人  127%

無 答 1 7 人
0 2 S

現在のI′′、ビ:′状況

7



り′ヽビllに望おここ

個人に合ったリハ曰りの
カ グラムの作成

リウマチのリハ曰ノが充実した病院などの
医療機関や施世、また円、OTを増やす

4,013人 4830/.

医師のリハLnJの効果に対する“臓               1,72人  213%

リウマチrrt18‖
桜劣と2″富鶏     ・ 582A,0%

訪問り′t封写珊 1       1,566人,89%
プール薇法をもっと充実             1,526人  184%

その他■1300人 360/.

無 答          1 , 4 4 8人 1 7 4 %
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身体障害者手帳 (IX下身障手幅)

* #
t88/\
(4.0!6)

5 ffi---J' rO *&
734 (1.5%) 43,^. (0.9%)

ADL一 日常生活動作
磯     口     ‐           口 ■     . ヽ =

〔
「 2 X

'■
麟  32ヽ

+nrr( ,&fr, ,r& 2n

t 6 I ' i  2 7 i

■■■■   2 7 :

ロ
ーー 2 ' 1
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自助具の使用

使っている自助具

ビン・缶 ペットボト′:あけ
(オープナー)

のヽ手 2017人  527%

リーチャー             1.638人  300%

レ ノプロし              1,5'4人  "5・ /.

水■栓回し         1 , 4 1 5人 2 0 5 %

すべり止め           1,160人  204%

トング         1,102人  222%

ハサミ・カッターなど          1,000人  218%

■柄プラシ・クシ ■■■■■■■030人 180%

爪切1,(固定、首IBりなど)-005人  178%

a'r'rtt\rF -757L 132%

XfrFllfro^7->'7rJ I 6781 137%

lTutfr,liY.rTTr{n - a,2L 93%

i'r>h,Ll||',ll[- I,s1l. 89%

Alllt0rl I3o9,\ 62%

dflnsl I zto^ 517.

{ r F l 3  l r 7 ' l  3 5 %

to tu  I268  5 ,4%

h i l  l4 r , l '  os%
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日常生活への影響

(b)0             20            40            60            80            100

毎日の生活が不便になつた

軍事ができない 3331人 507%

&lilrJ\*4. tfilf{EL(te :l: 2 25i,^. 3{ 3 fr

tftl:f flh. flf*nltft | 542,A' 23 5 $

+t(t/ tg6(!a61r f  gt l l  t3 s S

sFt.?r,Trcc a 292^ 4.4h

totr I690J. r0.5 i

r  G  l l l o ^  r . 7 s

IIウマ千治療での
医療費助成制度の利用



医療費の自己負担 ('か 月平均)

3方～

万100
未満
(:3鋳)

一 籠 答
(14“)

■ 番 ““)

｀
ヽ ヽ

1

3万～6万3千6oo円未■6万3千600円以上
` 0眺)     ( 0 ハ )

不安に思うここ

(%)0   '0   20   30   40   50   60   70   00

6,472人 779%

経済的な不安               2.846人  34.3%

各種制度の■の低下         1,572人  189%

介助拗■をし聯彙給 |■■11,022A123%
不安はない■236人20%

その他■2"人35%

無 答 1160人 19%
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つらllここ

何かにつけ大手t口むとき                  2.630人  317%

激しい痛み               2001人  24%1

■れ£摯:え督壌F発そL'ユ        20m人 241%
題雪認燎       1949A235%
婦が菫んで
墳̀I:   ‖ “人“1%

月日の人■のR理解■■■■■836人 101%

必要な薔が使えない -686人  30%

家族の静電瞬 |||1606人  73%

つらもヽことヽれ 日ヽ■1500人 61%

口世ltの友人メいない ■ 410人 49●/.

鵞鵠8僻』撃0126A15%
ta l6| I4te,( .  so?o

n  f I 4 o 3 , l '  4 e %

医療への要望
原因解明と治療法の確立を

口●よび●jl“の
リウマチセンクーの■富                   3071人  37%

=円Eのし■リウマチ
18                23"人 36%

必口,実棚                2061人 04411
リハビリの■富             2,916人 351%

近くでの0円 医の受診              2670人  321%

匡,の 地41B菫の",H              24″ 人 298%

口晨情“の発宙              2.434人  293・/.

専門疇の■蔵             2,瑯 人 287%

「こころ」のケア              2.121人  255%

“にない 口176人 21●/.

その他■279人34%

需 ■   253人 00%
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福祉への喜望

禍社行政関係者は、リウマチヘの理解を

身体障害者手帳の取得や介置保険認定に
痛みなどリウマチの特性の考慮

医練費の公費負担の対象の拡大

(%)0    10    20    30    40    50    60

4.357人524%

鮨害年全などの所得の保障                 2,738人 330%

介E弩
暑型讐婆饉彙曇ち実曇       2四

臥 27%

福祉制度の地域格差の解消             2,142人  258%

障
新言鼻責覆鰐湾2             2,035人 245%
特にない ||1496人  60%

その他 :77人 o9%

無 答 ■ ■ 6 7 4人8 1 %

社会への要望

リウマチ患者への理解

必要な時の支援

リウマチ息者が働ける職場の拡大

学校教育の中で、福祉や
ボランティア精神の育成

学校や職場環境の
整備と周囲の理解

特にない

その他

無 答

5,054人 68.1°/●

(段着の解,肖、手すり、洋式トイレ、エスカレーター、エレベーター、バスステップなど)

2,5811 31.1 0/o

1,730^. 20.8 c/o

1 ,3964 16.8 %

lsao,l. +.r z.

I ar.,t r o*

| +ez.l. s.sv.
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大会決議実現に向Ittτ
要望書提出

「生物学的製剤を使用している
リウマチ患者を長期高額疾病患者と認定し、
高額医療費助成の対象としてください」

医療に対する患者の期待

『2010年 リウマチ自書』
リウマチ患者像

15



リウマチ・アレルギー対策委員会の報告書(平成17年)におけるリウマチ対策の評価
参考資料 4

施策の柱 「成17年策定の方向性等における日標 夷施主体 肇体的方策 実績 問題点 今後の検討課題

1 医 療等の提供

ノウ

隔飾破壌の進展阻上を目指した重症化防止
こ重点を置き、リウマチ活動期に速や力Чこ寛
摩導入を図る初期治療を実施する.
T能な限り入院議者を減少させ、又は入院し
Cも短期で退院し社会復帰できるよう、適切
よ入院医療を提供する。

行政 (国)

リウマチ管理に必要な医療体制の整備

リウマチじ療に精通したかかりつけ医の育成

診療ガイドラインの改lT及びその普及

専,1情報の提供

平成22年度よリリウマチ アレルギー特月1対策事業の
い1用を可1とにした

厚生労働省内HP「リウマチ・アレルギー情11」こおける
=僚従事者 研究者向け情laの公開

ガイドラインの改:Tに責する研究の補助

上記情ta公開及び厚生労働科学研究成果の公開

地方自治体との連携強化が必要
(専Pl医療体制の整備が不十分)

最新情車田こ更新が必要

近年の生物学的製1●こ対する知見を踏まえた関飾リウマ

チの診療ガイドラインの改:Tが必要

車円情11の普及がHP公 開のみであり不十分
専門医療体制の整備
例 :学会等と連携した、標準的医療の

提供体制

病診連携の整備

例 かかりつけ医や専門医間の連携

医療の標準化
例 診療ガイドラインの改訂 普及

人材育成
例 かかりつけ医 看護師等の育成

専門情報の普及

例 学会等との連携

行政 (地方自治体) .リウマチ管理に必要な医療体制の整備
22自治体で、他の自治体や医師会等との連携を図つて
るヽ

医療機関
学会等の関連団体

リウマチ管理に必要な医療体希1の整備

リウマテ`療 に精通したかかりつけ医の言咸

リウマチ専「1の医師の育成

保IL師.■臓師、東 11師等の医療従事者の育成

診療ガイドラインの改:T及びその普及

クリティカルバスの作成

.専「1情IIの提供

リウマチ財回における拠点病院の選定

研修会、‖智会等の実施

.専「う医等について

に導医 :860名 専Fう医:4359名

(日本リウマチ学会、平成22年4月現在)

リウマチ豊鰈医、整"外 科専P,医もあり

リウマチ財口におけるケア研修会の実施等

.生物学的製贅Jメトトレキサート年の使用ガイドラインの

策定等

個々の医療機関でのクリティカルバス作成

HPで の情1日公開、研修会常の実施
(独)日立病院機構相模原病院の臨床研究センターにお
する相談怒ロ

専門医とかかりつけ医の病診連携

最新のエビデンスに基づく経続的な研修会等の実施

リウマチ専「う医 リウマチ登録医、整形外科専門医等のリ

ウマチを専門に診薇する医師のlt置づけ

医療従事者の育成のあり方等について

関節リウマチの0薇 ガイドラインの改:T

標準化されたクリティカルバスの作成

・専門医療機関の他機関に対する情11提供のあり方

情報提供・相談体制

リウマチ
獣者自己管理手法の修ll、情報提供体制の
■保E相 談体制の確保のための対策を構じ
6.

行政 (国)

.自己管理手法とその修4手法の普及

.リウマチに関する情 11の提供

相談体制の確保

公益′=人 日本リウマチ財団を通した自己管理手法の
キ及

厚生労働者内HP「リウマチ・アレルギー情報」における
―AI向け情報の公開

リウマチ アレルギー相談員養成研修会の実施(※)

自己管理手法の苦及は 関連団体においてのみ行われて
る`.

HP公開以外の情11提供がない

リウマチ アレルギー相談員養成研修会の利便性

国民への正しい知識の普及

例 :アクセスしやすいHPの 整備

参加しやすい研修会等の実施
複数ある情報資料の統合

相談体制の整備

行政 (地方 自治体 )

自己管理手法の普及

リウマチに関する情報の提供

相談体制の確保

22自治体において、患者団体等との連携を図っている

14自治体で普及啓発や独自率業を実施

26自治体で、相談窓口を設置

リウマチ アレルギー相談員贅成研修会への積極的多カロ

医療機関

学会等の関連団体

自己管理手法とその修得法の普及

リウマチに関する情Inの提供

相談体市1の確保

研修会 講習会の実施やバンフレットの配布

各関連団体におけるHPで の情la公開

医療機関、関連団体が個月1に対応

'自己管理手法の普及とともに、早期受診の啓発が必要

情11提供の経続、早期治療による寛解の可能性を啓発.

医療機関、関連団体の協力、連携

研究開発等の推進
・リウマチ
早期診断,早期治療等による重症化の防止
二対する取組みに重点をおく。
膚報収集体制について検討する。
リウマチの予防法と根治的な治療法の開発
を進める.

斤政 (国)
・関節リウマチユ症化防止に係る研究

病因・病態に関する研究

リウマチの先端的治療に関する研究

その他の研究

医買品の38発促遭等

=研 究課題の実施

・鵬節リウマチのじ療ガイドラインの改言Tと標準的クリティカ

ルバスの作成

経続的な用者データベース構築のあり方

病状の進行した患者のAOL改善に資する研究

医薬品のIfj発促■に贅する研究の推進等

診景カイドライン等の改言丁
例 :診断 治療ガイドライン策定

継続的な患者データベース構築のあり方
例 医療機関や学会事が構築す
べき患者データベースのあり方

新規治療法の開発
例 難治性喘息の治療法
アレルギー疾患の根治的

医療機関
学会等の関連団体
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は じめ に

リウマチ。アレルギ∵疾患の現状
・ リ ウマチ、気管支喘息(ア トピー性皮膚炎、花粉症、食物アレルギー

等の免疫アレルギー疾患を有する患者数は、厚生労働科学研究等によ

ると国民の30%以 上にも上り、今後も増加傾向にあるとされている。

。 しかしながら、一般的に、免疫アレルギー疾患の病態は十分に解明さ

れたとはいえずヾ効果的な対症療法はあるものの、根治的な治療法は

確立されていない。

そのため、必ずしも患者の生活の質 (Quality Of Life:以下 「=QOL」

という。)の 維持向上が図られていない。

委員会の設置の経緯等

。 これまで、厚生労働省では(リ ウマチ ・アレルギー対策として、研究

の推進や研究成果を活用した普及啓発等を実施してきたが、必ずしも

戦略的に推進されてはおらず、患者への医療提供等について、患者の

ニーズに対応できていない面があつた。そのため、今後のリウヤチ ・

アレルギー対策を総合的かつ体系的に実施するため、厚生科学審議会

疾病対策部会の専門委員会としてリウマチ ・アレルギー対策委員会が

設置され、リウマチ対策及びアレルギー疾患対策の方向性等について

審議を行った。また、厚生労働省健康局長の私的検討会としてリウマ

チ対策検討会及びアレルギー対策検討会が設置され、 リ ウマチ対策及

びアレルギー対策の方向性等に関するより専門的な検討が行われた。

・ 本委員会においては、平成 17年 3月 より現在に至るまで、①リウマ

チ ・アレルギー対策の基本的方向性、②研究の推進、③医薬品の開発

促進等、④医療提供体制の確保、⑤患者QOLの 向上と自立等、⑥情

報提供 ・相談体制、⑦患者を取り巻く環境の改善、③関係機関との連

携、等について議論を重ねてきた。

〇

○

今般、これまでの議論 ・検討の結果を取 りまとめたので、ここに報告する。



I .   : ウマチ対策につい

リウマチ対策の現状と問題点

(1)我 が国におけるリウマチ対策の現状

(1)リウマチ患者の動向

本報告書において、リウマチとは関節リウマチをいう。聞き慣れた病

名ではあるが、その病因 。病態は未だ十分に解明されたとはいえず、効

果的な対症療法はあるものの、根治的な治療法が確立されていない。

そのため、症状は継続的に悪化する傾向があり、患者によつては、強

い疼痛や上下肢の機能障害、継続的な治療と薬剤の投与による副作用な

どによるQOLの 低下がみられる。

我が国における関節リウマチの有病率は0.33%で 全国患者数は約

60万 人と推計されており 、人口構造の高齢化等も影響し、患者数は

年々増カロする傾向にあるどされる。

(2)主なリウマチ対策の経緯

(ア)厚 生労働省におけるリウマチ対策

厚生労働省においては,平 成 9年 に公衆衛生審議会成人病難病対宋部

会リウマチ対策委員会より、「今後めリウマチ対策について」(中間報告)

として、調査研究の推進、医療の確保、在宅福祉サ∵ビスの充実、医療

従事者の資質向上、情報網の確保促進という観′点から今後の施策の方向

性が示され、現在までに、免疫アレルギ
ー疾患予防 。治療研究事業によ

るリウマチの病態解明、治療法の確立等のための研究が進められている。

その研究成果はシンポジウム、パンフレット等によつて情報提供され

るとともに、平成 16年 12月 から厚生労働省のホ‐ムペ
ージ上に 「リ

ウマチ ・アレルギー情報」のペ
ージが開設され、正しい情報の普及の強

化が図られている。

(http://www.mhlwo go.jp/neW―info/kobetu/kenkOu/ryu面achi/index.html)

また、都道府県等の保健師等を対象にした 「リウマチ
・アレルギニ相

談員養成研修会」が実施され、地域における相談体制の確保促進が図ら

れている。

医療機関等における適切な診断 ・治療法の普及のために、関係学会等

キ1 居 村茂明 :疫学と患者実態.厚 生省長期慢性疾患総合研究事業平成9年 度研究報告書
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との連携により、「関節 リウマチの診療マニ■アル」 等の診療ガイ ドラ

インが作成されノ、医療機関等に配布されている。

ま た、平成 8年 よリリウマチ科の自由標榜が認められ、平成 14年 現

在、 リ ウマチ科の標榜施設は病院と診療所を合わせて4, 116施 設 と

なっている。

(イ)地 方公共団体におけるリウマチ対策

都 道府県におけるリウマチ対策は、地域の特性に応 じて自治事務 とし

て取 り組まれている。 しかしながら、現時点においては、各都道府県で

リウマチ患者に関する調査等は行われてはおらず、患者の実態が十分に

把握 されていない可能性がある。また、リウマチに関する相談、普及啓

発については一定程度実施されているものの、ほとんどの都道府県にお

いて計画的かつ十分な対策は行われていない。 (表1)

(ウ)リ ウマチに関する専門医療等

昭和 61年 2月 t日 本 リウマチ学会によリー般診療の質の向上を図る

ため リウマチ登録医制度が制定され、昭和 62年 11月 に日本 リウマチ

財団 に移管された。平成 17年 6月 現在で リウマチ登録医の数は 3, 8

58名 である。また、専門医療の向上を図るため、日本 リウマチ学会及

び 日本整形外科学会において認定医制度が導入 されている。 日 本 リウマ

チ学会の指導医は455名 、専門医 3,337名 (平成 17年 6月 現在)

で、 日 本整形外科学会の認定リウマチ医は 4, 735名 (平成 17年 3

月現在)で ある。ただし、リウマチ専門の医師の数については、都道府

県間で偏在があるとの指摘がある6

さらに、 リウマチ ・アレルギT疾 患に関する診療、研修、研究、情報

などに関する高度専門医療施設として平成 12年 10月 に国立相模原病

院 (現 国 立病院機構相模原病院)に 臨床研究センターが開設 され、平

成 16年 4月 から理化学研究所横浜研究所免疫 ・アレルギー科学総合研

'2 『 関節リウマチの診療マニュアル (改訂版)診 断のマニュアルとEBMに 基づく治療

ガイドライン』

発行 :平成 16年 4月 作 成 :厚生労働省研究班

編集 :越智 隆 弘 (相模原病院院長)他
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究センターと共同で、研究が実施されている。

(2)リ ウマチ対策における問題点

我が国においてはこのようなリウマチ対策が実施されてきたが、これ

らの対策は必ずしも戦略的に推進されてはおらず、患者令の医療提供等

について患者のニーズに適切に対応できていない面があり、問題を残し

ているといえる。

(1)医療面の問題

(ア)′重症リウマチに対する対策

○ 重 症リウマチの状況

リウマチの長期経過を考えた場合、通常、比較的症状や機能障害

の軽い場合 (軽症リウマチ)と 高度な炎症が持続し関節破壊が急速

に進行する重症の場合 (重症リウマチ)力 あ`り、重症リウマチはリ

ウマチ患者の
｀
3o-40%を 占めているといわれている。

平成 14年 の患者調査によれば、関節リウマチの患者のうち入院

治療を受けている患者の割合は約 20%で ある。(図1)ま た、平成

11年 に実施されたリウマチ友の会め調査では、入院患者のうち長

期間 (3ヶ月以上)入 院した者の割合は22.0%で あり患者のQ

OL低 下の大きな要因となつている。

○ リ ウマチ診療における問題

医療技術等の進歩により、リウマチの治療においては、メトトレ

キサート (MTX)等 の抗リウマチ薬の積極的な使用及び生物学的

製剤の登場並びに人工関節を中心とする外科的治療の進歩が図られ

ており、寝たきリリウマチ患者の減少に寄与している」

しかしながら、日本のリウマチ診療は総体として欧米水準と較差

はないものの、ここ数年抗リウマチ薬の開発や承認の遅れによる診

療内容への影響が指摘されているところである。

(MTXの 問題)

他の国では最も有効で安価な薬剤の
一つであるMTXが リウマチ

に使用されているが、我が国においては、

・添付文書上投与量が8 mg/Weekの制限つきでの使用
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。添付文書上過去の治療において他の抗リウマチ剤等により十分

な効果の得られない場合に限られている。

等の制限がある。そのため、MTXを 中心とする治療が徹底できな

かつたために重症化したリウマチ患者がいるとの委員の意見がある。

.(生物学的製剤の問題)

このような医療の状況の中で、抗リウマチ薬に抵抗性のあるリウ

マチに対する生物学的製斉」の使用が可能となったが、MTxの 増量

に制限がある現在の状況では、抗リウマチ薬による十分な治療評価

が行われないまま、比較的早期に生物学的製剤が投与される可能性

があるとの意見がある。

また、欧米においてリウマチ患者の初期治療の重要性が指摘され

ているところであり、日本もこれに対応できるよう、今後、医薬品

の薬事法上の承認内容の変更の検討や、それに伴う早期リウマチに

対する適切な診断 ,治療法の確立が課題となっている。

(イ)治 療法の有効性評価と新薬導入

、現在使われている薬剤や治療法の効果の評価 (市販後医薬品の効能評

価)に ついては、医薬品の内容に応じた全例調査を義務づけており、

特に生物学的製剤の使用による結核等の感染症の問題や間質性肺炎等

その他の有害事象を検出する体制を整えているところであるが、この

システムで得られる知見をより効果的に臨床研究や新薬開発に繋げる

ことができないかとの意見がある。

また、海外からの新薬導入 (開発及び承認)が 導いことから、欧米諸

国に比べて十分な治療ができていないとの意見がある。

(ウ)患 者の実態把握

リウマチ患者の実態については、必ずしも十分に把握 されておらず、

有効な治療法の確立に必要な調査や情報収集が不十分である。

(工)適 切なリウマチ診療の可能な医療機関

リウマチ診療の可能な医療機関の立地については地域により様々であ

るが、より身近な医療機関でリウマチ診療が行われることが望まれる。
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(オ)リ ウマチの診療に従事する医師の更なる資質の向上

厚生労働省では、厚生労働省研究班と学会等との連携により作成した

診療ガイドラインの普及を図つているЪミ、必ずしも全ての医療機関に

おいて診療ガイドラインを活用した標準的な医療の提供がなされては

いプまい。

また、リウマチは全身の各臓器にわたる病変を対象とする疾患である

ため、専門の医師の育成にあたつては、内科医、整形外科医等が縦害J

りで診療 。教育を行 うことなく、幅広い知識を習得する必要がある。

(2)研究面の問題

リウマチの疫学、発症予防法の確立、早期診断法や新規治療法
の開発

等については、国を中心に積極的な取 り組みが進められて
いるが、その

病態等は未だ十分に解明されているとはいえない。

研究実施状況としては、明確な目標設定とその達成度を適正に評価す

る体制が不十分であるとの指摘がある。
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21今 後のリウマチ対策について

(1)リ ウマチ対策の基本的方向性

(1)今後の リウマチ対策の目標

国 の リウマチ対策の目標 としては、 リウマチに関する予防 ・治療法を

確立 し、国民の安心 。安全な生活の実現を図ることにある。

しか しながら、現段階では先に述がた① リウマチ医療、② リウマチ患

者のQOL、 ③研究の推進といった点について問題′点があるため、これ
らの問題の解決を図るためには、施策の優先日標を定め、リウマチ対策

を効果的に講じる必要がある。

「リウマチ重症化防止策の推進」

約 60万 人といわれているリウマチ患者の約 30-40%が 重症リウ
マチといわれている。リウマチの根治的な治療法が確立されていない

状況の中で、その上下肢の疼痛、機能障害の進行を防止し患者の生活
の質を向上させるためには、早期診断法や有効性の高い治療法開発の

推進、適切な医療を効率的に提供できる体制の確立、相談や情報提供

等患者を取り巻く環境を整備し、リウマチ重症化防止を目指す必要が

ある。今後、リウマチ活動期初期における早期治療法の確立により、

可能な限り入院患者数を減少又は入院期間を短縮することによつて、

患者のQOLの 向上を図る。

このような取り組みに重点を置きつつ、長期的視点に立ってリウマチ

疾患の予防及び根治的な治療法の確立のための研究の更なる推進等を進

め、 リ ウマチの克服を目指す。

(2)国と地方公共団体との適切な役割分担と連携体制の確立

上記リウマチ対策の目標が達成されるためには、国と地方公共団体、

関係団体等における役割分担及び連携が重要となる。

国と地方公共団体の役害」分担については、リウマチの特性及び医療制

度の趣旨等を考慮すれば、基本的には、都道府県は、適切な医療体制の

確保を図るとともに、市町村と連携しつつ地域において正しい情報の普

及啓発を行うことが必要である。一方、国は地方公共団体が適切な施策

を進めることができるよう、先進的な研究を実施し、その成果を普及す

る等の必要な技術的支援を行う必要がある。
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また、このような行政における役割分担の下、厚生労働省は患者団体、

日本医師会、日本 リウマチ学会、日本整形外科学会、日本小児科学会、

日本 リウマチ財団等関係団体並びに関係省庁と連携 してリウ
マチ対策を

推進 していくことが必要である。

(2)リ ウマチ対策の具体的方策

上記の方向性を具体的に達成するため、今後 5年 (平成
22年 度)を

目途に重点的に取組を行 う具体的方策は以下のとお りである。

今後の方向性

○ 医 療等の提供

現時点では、 リウマチに関する完全な予防法や根治的な治療法
は開

発されていない。このため、予防法や治療法の開発は重要
であるが、更

に患者のQOLの 向上を図るために、当面は関節破壊
の進展阻止を目指

した重症化防止に重点をおき、リウマチ活動期に速やかに寛解導入を図

る初期治療を実施するとともに、人工関節を中心とする外科的治療
の進

歩等を踏まえ、可能な限り入院患者を減少させ、又は入院し
ても短期で

退院 し社会復帰できるよう、適切な入院医療を提供する。

|そ の際、初期関節炎を罹患している患者のリウ
ヤチ鑑別診断を的確

に実施することにより、早期診断を実施することが望まれる。

○ 情 報提供 。相談体制

国及び地方公共団体は、患者を取 り巻 く生活環境等の改善を図る
ため、

患者 自己管理手法の修得、情報提供体制の確保や相談体制
の確保のた

めの対策を講じる。

○ 研 究開発等の推進

リウ々チ対策研究の基本的方向性としては、早期診断
。早期治療等に

よる重症化の防止に対する取り組みに重点をおくとともに、有効な治療

選択法のための情報収集体tllについて検討する。

なお、長期的視点に立ち、リウマチの予防法と根治的な治療法の開発

を進め、最終的にはリウマチの克服を目指す。



(1)医療等の提供

(ア)か かりつけ医を中心とした医療体制の確立

Q リ ウマチ管理に必要な医療体制
。 国においては、リウマチにかかる医療体制を確保するため、日
本医師会等医療関係団体や関係学会等と連携して、診療ガイ ドラ

インの改訂及びその普及により、地域の診療レベルの不均衡の是
正を図る。また、地域におけるリウマチ対策の医療提供体制のあ

り方について事例集を作成 ・配布し、都道府県等への普及に努め

る。

このような国の取組みを踏まえ、都道府県においては、医療計

画等を活用 して、地域におけるリウマチに関する医療体制の確保

を図ることが求められる。また、適切な地域医療の確保の観点か

ら、地域保健医療対策協議会等の場を通 じ、関係機関との連携を

図る必要がある。

・ リウマチ患者に対 しては、安定期にはリウマチに精通 した身近

なかか りつけ医が診療 し、重症難治例や著 しい増悪時には専門的

な対応が必要である。そのため、基本的には医療圏毎にリウマチ

診療の専門機能を有 してし`る医療機関が必要である。また、リウ
マチはほぼ全身の臓器に係わる疾患であることから、このような

専門医療機関等を支援できるよう都道府県に 1カ 所は集学的な診

療体制を有している病院を確保する必要がある。また、小児 リウ
マチの医療体制の確保については、必要に応 じて、周辺都道府県

と連携 してその確保を図る。

機能障害の回復や低下を阻止するため、リウマチの リハビリテ
ーションを行 うことができる環境の確保を図 り、併せて難病患者

等居宅生活支援事業の活用を図る。その際、地方公共団体にあっ

ては、高齢者が寝たきり状態になることを予防するために実施 し

ている地域 リハ ビリテーション推進事業、老人保健法に基づく機

能訓練の活用や介護保険制度に基づく介護サービスの活用等も考

慮 し、地域におけるリハビリテ‐ション体制の確保に留意する。
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(イ)人 材育成

○ リ ウマチ診療に精通 したかか りつけ医の育成

。 診療ガイ ドラインに基づ く治療を行 うことにより、患者
のQO

Lを 向上させ、効率的かつ適切な医療の提供を促進できると考え

られることから、国においては、日本医師会等医療関係団体や関

係学会等と連携 して、診療ガイ ドラインの普及を図る
ことで、リ

ウマチ診療に精通 したかかりつけ医の育成に努める。

。 医学教育においては、全国の医科大学 (医学部)の 教育プ
ログ

ラムの指針 となる 「医学教育モデル
・コア ・カリキュラム」にお

いて、「関節 リウマチの病態生理、症候、診断、治療とリ
ハビリテ

ーションを説明できる」等の到達 目標を掲げていることから、各

大学においては、これに基づいた教育カリキュラ
ムを策定し、そ

の充実を図ることが必要である。

・ 臨床研修においても、現在、経験目標の 1疾 患としてリウ
マチ

が取 り上げられてお り、プライマ リケアの基本的診療能力として

その正しい知識及び技術の修得が求められている。臨床研修を受

けている医師は自らリウマチ診療について経験する必要がある。

。 日本医師会において実施 している医師の生涯教育においては、

今後ともよリ
ー層 リウマチに係る教育が充実されることを望みた

い 。

・ 小児 リウマチ診療に携われる人材の育成について、日本小児科

学会の取 り組みが望まれる。

○ リ ウマチ専門の医師の育成

・ リウマチ診療の質の向上及び都道府県間におけるリウマチ専門

の医師の偏在是正を図るため、関係学会におけるリウマチ専門の

医師が適切に育成されることが望まれる。また、リウマチ診療は

全臓器に関わる診療となるため総合的なリウマチ専門の医師の存

在が重要と考えられ、関係学会において、そのような専門の医師

の育成について検討することが望まれる。
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。 また、日本リウマチ学会め専門医と日本整形外科学会の認定リ

ウマチ医の認定の基準や方法等においては、専門医の在り方を踏
まえっっ、当面求められる専門的な薬物治療や手術の予後に関す
る知識等両分野に共通 しうる事項からt統 一 していくことが望ま

しい。

○ 保 健師t看 護師、薬剤師等においても、リウマチ患者に適切に対

応できるよう、知識 ・技能を高めておく必要がある。また、保健師、

看護師については、日本看護協会の研修において、今後 ともよリー

層 リウマチにかかる教育が充実されることが望ましい。

(ウ)診 療の質の向上

○ 診 療ガイ ドライン

・ リウマチ医療を提供する医療機関が、適切な治療法の選択や薬剤

投与による副作用の早期発見等の適切な医療が実施できるよう、

早期リウマチの診断及び治療を含めた診療ガイドラインの改訂及
びその普及を図る必要がある。併せてt有 害事象の知見を踏まえ、
生物学的製剤の適正使用ガイドラインの作成について検討する必

要がある。

・小児リウマチの診療の質の向上が図れるよう、小児リウマチの診

療ガイ ドラインの作成について検討を行う必要がある。

クリティカルパス

・ リウマチ患者が入院治療を受けた場合、適切な入院医療を促進

するため、 リウマチ診療を行 う病院は、病態別重症度別のクリテ

ィカルパスの普及に努めるべきである。

専門情報の提供

・ リウマチに関する研究成果等を踏まえた専門的な医学情報につ

いては、国は関係学会等 と協力 して必要な情報提供体制の確保を

図る。また、専門医療機関等からの相談に対応できるよう国立病

院機構相模原病院臨床研究センターに相談窓口を設置する。

- 1 1
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(2)情報提供 口相談体制

(ア)自 己管理の促進

○ 自 己管理する内容

患者及び患者家族が管理することが望まれる主な事項は以下
のとお

りである。

。 生活上の注意点

。 疾患の重症化予防法、治療法及び副作用に関する正しい知識

。 自己の疾患活動性に関する正しい評価法

○ 自 己管理の修得法の普及

。 国は、日本 リウマチ学会等 と連携 し、上記内容に
ついて効果的

な教育資材等を作成 し、都道府県等や医療従事者等に配布する。

・ このような国の取組を踏まえ、都道府県等においては、
「リウマ

チ ・アレルギー相談員養成研修」を活用 し、都道府県医師会や

関係学会等 と連携 して研修会を実施する等して、職域や地域等

における自己管理手法の普及を図ることが求められる。

。また、市町村においても、都道府県等と同様の取組として、保

健指導等の場を効果的に活用し、リウマチの自己管理手法の普

及等を図ることが求められる。

・ 医 療従事者においては自己管理手法の普及について正しく認識

し、医療機関において指導を実践することが望ましい。

(イ)情 報提供体制の確保

○ 国 民及び患者にとらて必要な情報

国民及び患者にとつて必要なリウマチに関する主な情報は次のとお

りである。

・ リウマチに関する
一般疾病情報

・適切な治療や薬剤に関する情報

。研究成果等に関する最新診療情報
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。医療機関及びサービスの選択にかかる情報

○ 情 報提供手段

・正しい情報を効果的かつ効率的に普及するためには、インター

ネットのみならず、パンフレット等を活用した情報提供が必要で

ある。

、。国においては、適宜関係学会等と連携し、ホームページやパン

フレット等を活用して、最新の研究成果を含む疾病情報や診療情

報等を都道府県等や医療従事者等に対して提供する。

・地方公共団体においては、国等の発信する情報を活用するほか、

それぞれの地域医師会等の協力を得ながら、医療機関等に関する

情報を住民に対して提供することが望ましい。

(ウ)相 談体制の確保

・ 国 は、地域毎の相談 レベルに格差が生 じないよう、全国共通の

相談員養成研修プログラムを作成 し、「リウマチ ・アレルギ‐相談

員養成研修会」の充実を図る。

・ こ のような国の取組を踏まえ、都道府県においては体系的なリ

ウマチ相談体制の構築、具体的には、一般的な健康相談等は市町

村において実施し、より専門的な相談については保健所において

実施する等を検討し実施することが望ましい。その際、難病相談
・支援センターとの連携について留意する。また、保健所におい

ては、地域医師会等と連携し、個々の住民の相談対応のみならず、

市町村への技術的支援や地域での企業等におけるリウマチ対策の

取組への助言等の支援が期待される。

(3)研究開発及び医薬品開発の推進

(ア)効 果的かつ効率的な研究推進体制の構築
・ リ ウマチに関する研究をより戦略的に実施するためには、研究

企画 。実施 ・評価体制の構築に際し、明確な目標設定、適切な研



究評価及び効果的なフィ
ー ドバックが重要である。

国は研究の採択に当たつて免疫アレルギ
ー疾患予防 。治療研究

事業の中でテ
ーマの類似 している研究課題の統廃合を進めるとと

もに、政策的課題に関連するテ
ーマを明確化 し公募課題に反映さ

せる必要がある。なお、国が進めていくべき研究課題は、民間企

業と国との役割を認識しながら、研究事業の評価委員会
の意見を

踏まえ、課題の決定を行う。

有効な治療法選択のための情報収集体制の検討

治療効果も含めたリウマチ患者の動向を適切に把握することは、

単に疾患統計という視点のみならず、病因、病態、治療、予後等

の研究を効果的かつ効率的に進める上で重要であることから、科

学的根拠に基づいた縦断的な定点観測体制等の構築が必要である。

(イ)研 究目標の明確化

① 当 面成果を達成すべき研究分野     ・

平成 22年 度までに研究成果を得られるよう、次の研究分野に関し

て重点的に研究を推進していく。

(関節リウマチ重症化防止)

② 長 期的目標を持つて達成すべき研究分野

上記の重症化防止に関する研究に取り組みつつ、病因
・病態 (免疫

システム等)に 関する更なる研究を進めてリウマチの克月長を目指す。

○ 治 療効果 。重症度を把握するための指標の開発研究

○ 薬 剤の有害事象を把握するための研究

○ 早 期リウマチの実態把握と診断
。治療方法の確立

関節破壊等が進行する前に寛解導入を目指す早期関節リウ
マチの的確な診

断と適切な治療の確立

○ 早 期における予後の予測とそれに基づく治療方法の開発

○ 外 科的治療法の開発

手術適応、リハビリテ
ーシヨンの適応基準の確立をすすめ関節機能の回復

のためのプログラム確立を目指すとともに、E■l療用具等の開発も進める。
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(関節 リウマチの予防法と根治的な治療法の確立)

○  リ ウマチの病因 。病態に関する研究
・ リ ウマチの遺伝的要因、環境要因の分子機構に関する研究
・ リ ウマチの免疫抑制に関する研究

・ リ ウ了チの骨
。軟骨破壊抑制等に関する研究

○ リ ウマチの先端的治療に関する研究
・ 各病態に応じた治療法の確立 (疾患制御の効果についての介入

試験のデザインとその評価等や費用対効果分析等)

③  そ の他の必要な研究

○ 発 症危険因子に関する研究

正確な患者数の把握のみならず、病因研究が推進 されるよう発

症危険因子の検索のための疫学研究の実施を検討する。

○ 社 会的にも重要である高齢者の関節障害について、遺伝的素因、

関節構造の不整、過負荷、加齢等の因子を含めた病態解明を進め

る必要がある。

(ウ)医 薬品の開発促進等

・ 日 本は欧米と比較 してMTxの 用量が違 う点において、患者は

治療法の選択肢が狭められているとの指摘があることか ら、欧米

程度の医療水準が確保 されるよう、新薬開発の促進が図られてい

く必要がある。また、安全性 ・有効性を確保 しつつ、国は、適切

な外国デT夕 があればそれ らも―活用 しながら、医薬品―の薬事法上

の承認に当たって適切に対応 していく必要がある。

・ 国 においては、優れた医薬品がより早く患者のもとに届 くよう

治験環境の確保に努めるとともに、有害事象を的確に把握できる

よう医薬品の市販後調査の在り方を検討する必要があるも

(4)施策の評価等

○ 政 策評価

。 国 においては、国が実施する重要な施策の実施状況等について評
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価し、また、地方公共団体の実施する施策を把握することにより、

より的確かつ総合的なリウマチ対策を講じていくことが重要であ

る。また、地方公共団体においても国の施策を踏まえ、連携を模

索し、施策を効果的に実施するとともに、主要な施策に
ついて政

策評価を行うことが望ましい。

-16-



I.ア レルギー対策について

1.ア レルギー対策の現状と問題点

(1)識 が国におけるアレルギT対 策の現状

(1)アレルギー疾患患者の動向

○ 疫 学研究

平成 4年 度か ら6年 度にかけて実施 された厚生科学研究の全国調査

(「ア レルギー疾患の疫学的研究」(班長 :関西電力病院 三 河春樹先生))

によると、何 らかのアレルギー疾患を有する者は、乳児 ;28.9%、

幼児 ;39.1%、 小児 ;35.2%、 成人 ;29.1%で あった。こ

れ らの結果は、我が国全人口の約 3人 に 1人 が何 らかのアレルギー疾患

に罹患 してぃることを示 している。

○ 平 成 15年 保健福祉動向調査 ア レルギー様症状
・ 調 査の概要

平成 15年 国民生活基礎調査の調査地区から層化無作為抽出した全

国の 300地 区内におけるすべての世帯員 41, 159名 を調査の客

体 とし調査が行われた。

・ ア レルギー様症状があった者 とその診断があった者の状況

本調査によると、この 1年 間に、皮膚、呼吸器及び 目鼻の各症状の

いずれかのアレルギー様症状があつた者は全体の 35。 9%で 、この

うち、アレルギー診断のあった者は全体の 14.7%で あった。現在

ア レルギー様症状のある者で医療機関においてアレルギー診断を受け

た者の割合は半分に至っていない。 (図2・ 図 3)

。 ア レルギー疾患対策への要望

今後のアレルギー疾患対策について要望があると答えた者は全体の

57.5%で 、その主な内容は、「医療機関 (病院 ・診療所)に アレル

ギー専門の医師を配置 してほしい」、「アレルギーに対する医薬品の開

発に力を入れてはしい」、「ァレルギーに関する情報を積極的に提供 し

てほしい」であった。 (表3)
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○ 個 別疾患毎の状況
3

・ 気管支喘′急

気管支喘息は小児
。成人とも年々増加傾向にあり、小児の喘息は過

去 30年 間で 1%か ら5%に 、成人め喘息は 1%か ら3%に 増加 し、

現在約 400・ 万人が気管支喘′急に罹患していると考えられ
る。(図4)

。 アレルギー性鼻炎 。花粉症

花粉症の原因や発症状況は各地方の植物の種類や花粉
の数によつて

異なる。例えばスギ花粉症は花粉が飛ばない北海道や沖縄
ではほとん

ど見られない。

平成 13年 に実施された財団法人日本アレルギ
ー協会の全国調査に

よれば、スギ花粉症の有病率は、全国平均で約 12%で あ
つた。

平成 7年 にスギ花粉症について千葉県で実施 された調査による
と、

小中学生の感作率、発症率は全体的に年齢が上がるにつれて上昇し、

20～ 40歳 までの青壮年では感作率は60%を 超え、抗体陽性者の

発症率も55%を 超えてピ
ークを示す。しかし50歳 以上では、加齢

とともに感作率、発症率はともに減少する。

・ アトピー性皮膚炎

アトピー性皮膚炎の有症率は、平成4年厚生省児童家庭局母子衛生

課の全国調査によると、乳児 6.6%、 1歳 半児 5,3%、 3歳 児

8.0%で あった。

平成12年 度から14年 度にかけて厚生労働科学研究で実施された

全国調査 (「アトピ
ー性皮膚炎の患者数の実態及び発症

。悪化に及ぼ

す環境因子の調査に関する研究」(主任研究者 :山本昇壮広島大学名

誉教授))に よると、4ヶ 月児 ;12.8%、  1歳 半児 :9.8%、

‐3歳児 ;13。 2%、 小学 1年生 ;11.8%、 小学6年 生 ;10.

6%、 大学生 ;8.2%で ある。これらの結果からみると、本症の有

症率は平成4年 の調査結果と比較するとなお増加傾向にあるようにみ

えるが、両調査の診断基準が同
一であつたか否かの検証はなされてお

らず、単純に比較することは妥当でないとの意見もある。

*3平 成 14年 リウマチ 。アレルギ
ニ対策委員会 「リウマチ

・アレルギー研究白書Jよ り
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名古
^屋
地区においては、昭和56年 から幼児 。学童(3～ 15歳 )を

対象とした縦断調査が実施され、昭和 56年 の有症率は2.9%で あ
つたが、平成4年 には6.6%に 増加した。しかし、平成 4年以降は
1有意な増加はみられないことが報告されている。

・ 食物アレルギー

平成 12年 度から 14年 度に厚生労働科学研究で実施 された調査

(「重篤な食物アレルギーの全国調査に関する研究」 (分担研究者 :飯

倉洋治昭和大学医学部教授))|こよると、食物アレルギーを起こす原

因 としては、鶏卵 (約39%)、 牛乳 ・乳製品 (約16%)等 である。

また、平成 15年 度から17年 度の厚生労働科学研究 「食物等によ

るアナフィラキシー反応の原因物質 (アレルゲン)の 確定、予防 ・予

知 法の確立に関する研究」 (主任研究者 :海老澤元宏国立病院機構相

模原病院臨床研究センターアレルギー性疾患研究部長)等 によると、

食物アレルギーは小児に多い病気であるが、学童期、成人にも認めら

れ 、その割合は、乳児が 10%、 3歳 児が 4～ 5%、 学童期が 2～ 3

%、 成人が 1～ 2%と いわれている。

○ ア レルギー関連死

平成 15年 人 口動態統計によると、アレルギー疾患に関連 した死亡者

数は 3, 714名 で、そのうち 「喘息」による死亡は 3, 701名 (9

8.6%)、 「スズメバチ、ジガバチおよび ミツバチとの接触」による死

亡は 24名 (0.6%)、 「有害食物反応によるアナフィラキシーショッ

ク」による死亡は 3名 (0.1%)で あった。 (図5)
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(2)主なアレルギ
ー対策の経緯

(ア)厚 生労働省におけるアレルギ
ー対策

○ 病 院及び診療所におけるアレルギ
ー科の標榜

。 平成 8年 より医療法上の標榜科 としてアレルギ
ー科が認められ

た。平成 14年 現在のアレルギ
ー科の標榜施設は病院と診療所を

あわせて 4,480施 設となつている:

○ 普 及 。啓発

・ 厚生労働省では、研究成果を活用 した普及啓発として、次の施

策を行つてきた。

① 均
一な治療の普及のために、関係学会等と連携し、診療ガイ

ドライン等を作成 して医療機関等に配布

② 各 種アレルギ
ー疾患についてわか りやす く解説したパンフレ

ットを作成し、広く
一般国民に情報を提供

③ 平 成 14年 には、アレルギ
ー疾患のこれまでの研究成果をと

りまとめた 「リウマチ
・アレルギー研究白書」を作成 し、都道

府県等へ配布

。 また、都道府県等の保健師等を対象にした 「リウマチ
。アレル

ギー相談員養成研修会」等を実施 し、地域における相談体制の確

保促進を図つている。

‐ 平 成 16年 12月 から厚生労働省のホ
ームページ上に 「リウマ

チ ・アレルギー情報」のペ
ージを開設 し、正しい情報の普及の強

化に努めている。

(h■ッ/、ハ甲.副 w.gojP/new―info/kobetu/kenkou/_achi/index.htd)

` 平 成 17年 春は、全国的に観測史上 1, 2位 を争 う多さの花粉

が飛散すると予測されていたため、厚生労働省は花粉の飛散が本

格化する前から 「緊急対策」として、正 しい情報に基づく花粉症

の予防や早期治療の更なる徹底を進めてきた。具体的には、国民

に対 し、花粉症に関する正 しい情報を提供するとともに、花粉に

できるだけさらされないよう自ら予防し、必要があれば早めに医

療機関を受診 してもらうよう呼びかけた。また、医療従事者等に
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対しては、適切な治療がなされるよう、診療ガイ ドラインの周知

徹底等を行つた。

○ ア レルギー物質を含む食品に関する表示について
。 食物アレルギー疾患を有する者の健康被害の発生を防止する観

点から、アレルギーをはじめとした過敏症を惹起することが知ら

れている物質を含む加工食品のうち、特に発症数、重篤度から勘

案して表示する必要性の高い小麦、そば、卵、平L及び落花生の5

品目を原材料とする加工食品については、これらを原材料として

含む旨を記載することを食品衛生法で義務づけ、平成 13年 より

施行している。また、その他アレルギTの 発症が見られる20品

目についても、法的な義務は課さないものの、アレルギー疾患を

有する者、の情報提供の一環として、当該食品を原材料として含

む旨を可能な限り表示するよう努めるよう、同年より推奨してい

る。また、こうした制度を周知するため、パンフレットやホーム
ページ等を活用している。

○ ア ナフィラキンーに対するエピネフリン自己注射用キット
・ エピネフリンは、その交感神経刺激作用により、気管支痙攣の

治療や急性低血圧 ・アナフィラキシァショックの補助治療等に世

界中で使用されており、これを自己注射するための緊急処置キッ

トが開発されている。本邦において蜂毒に起因するアナフィラキ

シーにより年間約 30人 の死亡例が報告されている。一方林野庁

では、平成 7年 から職員を対象としてアナフィラキシーショック

に対する緊急治療薬としてエピネフリン自己注射用キットを輸入

_.し,、.■験に.姿.した使用を開.始.し.た_。_厚生.労働省は、_平成‐15年 、_
蜂毒に起因するアナフィラキシーショックの補助治療剤 としての

輸入承認を行い、平成 17年 3月 、蜂毒に限 らず食物及び薬物等

に起因するアナフィラキシーについて新規効能追力日の承認を行つ

た。 このことから、医師のインァォ
ーム ドコンセン トを前提 とし

た処方が可能となった。

○ 研 究の推進

。 厚生労働科学研究費補助金により、平成 4年 度から、アレルギ
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○

―疾患についてその病因
。病態解明及び治療法の開発等に関する

総合的な研究が開始されている。

。 また、平成 12年 10月 に国立相模原病院 (現 国 立病院機構

相模原病院)に 臨床研究センタ
ーを開設 し、アレルギ

ー疾患に関

する臨床研究を進めている。さらに、平成 16年 4月
から理化学

研究所横浜研究所免疫
。アレルギー科学総合研究センタ

ーとの間

でアレルギーワクチン開発等の共同研究が実施されている。

花粉症対策における関係省庁との連携

。 社会問題化している花粉症の諸問題について検討を行うため、

文部科学省、厚生労働省、農林水産省、気象庁、環境省で構成す

る 「花粉症に関する関係省庁担当者連絡会議」が設置されており、

必要な情報交換を行つている。

シックハウス対策

・ シックハウス症候群とは、近年の住宅の高気密化等により、建

築材等から発生する化学物質等による室内空気汚染による健康影

響のことであり、その原因として中毒によるもの、ア
レルギーに

よるもの、その他明確でないもの等があげられる。厚生労働省に

おいては、原因解明、実態把握t診 断
・治療法等に関する研究等

を実施し、平成 16年 2月 には 「室内空気質健康影響研究会」に

よりそれまでに厚生労働科学研究等で得られた医学的知見等の整

理 ‐報告書のとりまとめが行われた。

・ 厚生労働省は、平成 13年 度までに、13種 類の化学物質の室

内濃度指針値等を策定、平成 15年 4月 より、建築物における衛

生的環境の確保に関する法律に基づく特定建築物における室内空

気中のホルムアルデヒド量の測定の義務づけを行うとともに、医

療機関においてアレルゲン等を除去した環境下で診断、治療等を

行う 「クリーンルーム」の整備等を行つている。

。 また、平成 12年 度より 「関係省庁連絡会議」を設置し、厚生

労働省は関係省庁と連携しつつ総合的な対策を推進している。

○
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(イ)地 方公共団体におけるアレルギー対策

都道府県におけるアレルギー対策は、地域の特性に応じて自治事務

として取り組まれている。 しかしながら、普及啓発や相談窓由の設置

な どは比較的取り組まれているものの、医療計画上アレルギこ対策を

定めているところは少ない。また、市町村や関係団体等との連携を図

つているところも少ないなど、各都道府県間には較差があり、その対

策は必ずしも十分なものとなっていない。(表2)

(ウ)ア レルギ下に関する専門医療等

医療の水準を高めること、患者や患者の家族から見て医療施設や医

師個人の専門を承知して診療を受けられるようにすること、医療施設

及び医師が相互にその専門をすぐ判るようにすること等に役立つこと

を目的として、昭和62年 10月 、日本アレルギー学会によリアレル

ギー認定医制度が制定され、平成 16年 11月 から専門医制度に一本

化 された。平成 17年 7月現在で専門医2, 300名 (うち指導医4

14名 )が 認定されている。学会の認定施設数は、 273施 設 377

科 (内科 185科 、小児科 95科 、耳鼻咽喉科23科 、皮膚科 33科 、

眼科 1科 )で ある。人口10万 対比のアレルギー専門医数は約 1.6

である。今後、学会において適切な専門医数の水準等を検証しつつ、

適切な認定施設と専門医の確保が求められる。
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(2)ア レルギー対策における問題点

我が国においてはこのようなアレルギ
ー対策を実施し、欧米のアレルギ

ー診療水準との較差はないが、これら対策は必ずしも戦略的に推進され
て

おらず、また、患者への医療提供等について患者のニ
ーズに対応できてい

ない面があり、問題を残しているといえる。

(1)医療面の問題

○ 適 切なアレルギー診療の可能な医療機関

。 アレルギー診療の可能な医療機関の立地については地域により様

々であるが、その実情や在り方について、地域において体系立てて

計画的に整理されていないのが現状である。

早期診断の問題

: 患 者の重症化を防ぐためには早期診断、早期治療が重要であるが、

そのためには発症早期の患者や軽症の患者を診療する可能性が高

い、地域の医療機関の医師におけるアレルギ
ー疾患管理能力の向上

が重要である。しかしながら、必ず しも全ての医療機関において診

療ガイ ドラインを活用 した標準的な医療の提供がなされて
いない。

(図6)

ア レルギー疾患を診療する医師の資質

。 ア レルギー疾患は罹患臓器が全身各臓器にわたり、乳幼児期から

高齢期まで全年齢層が罹患する疾患群であるので、アレルギ
ー診療

には幅広い知識が必要 となるが、現在は各診療科が縦割 りでそれぞ

れの診療を行つている場合が多い。             ・

○ ア レルギー疾患に関連 した死亡

・ 脳血管疾患 ・悪性新生物等と異な り、アレルギ■疾患は
一
般的に

死に至ることが少ない病気であるが、年間約 4, 000人 がア
レル

ギー疾患により死亡している。

とりわけ喘息死対策は喫緊の課題であるが、わが国における喘息

死は減少傾向にあるとはいえ、未だ先進国群において高い死亡率を

示 している。その原因としては、喘息発作についての認識不足や不

○

○
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定期受診等、患者側の要因が大きいとされている。また診療側では、

診療ガイ ドラインに基づいた継続的かつ計画的な治療管理が喘息死

を有意に減少させるとされてぃるが、その普及は十分といえない。

(2)1青報提供 口相談体制面の問題

○ 慢 性期医療管理の問題
・ アレルギー疾患については、抗原回避等の生活環境や生活習慣の

改善、日常服薬管理、疾患状態の客観的自己評価及び救急時対応の

手法について自ら習得し管理することで、QoLの 向上を図ること

ができるが、現時点では必ずしもこういった内容に関する適切な疾

患管理が患者自身によって十分に行われておらず、またその習得方

法の確立や普及も完全ではない。

・ 薬 剤副作用の問題

アレルギー疾患の治療においては、炎症を抑える薬物を長期投与す

ることが多いため、副作用の問題が重要である。疾患によっては診療

ガイドラインにおいて局所抗炎症薬が推奨されているが、患者の診療

に対する意志に頼るところが大きいこと等から、実際には正しい疾患

治療管理が行われていないことがある。現状において必ずしも薬剤の

副作用について正しい知識が普及していないため、患者は薬剤の副作

用発現に気づかず合併症を併発したり、もしくは副作用を恐れて怠薬

したりしていることがある。

○ 情 報の問題

・ 情報の氾濫

インターネットの普及等によリァ_ィルギ=疾 農|こ=関す.る.各種の情報

が入手できるようになった。しかし、いわゅる医療ビジネスや民間療
法に関する情報も普及し、中には健康に悪影響を及ぼす誤つた情報や、

不適切な情報等があり、国民が正しい情報を取捨選択するのが困難な

状況にある。またく国民からは、アレルギーに関する適切な情報をさ

らに積極的に提供してほしいとの要望もなされている。

○ 相 談の問題

個人差はあるものの、アレルギー疾患患者は長期的にQOLを 損なう
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恐れがあり、心理的負担がかかるため、アレルギ
ー疾患を管理する上で

はカウンセリング等の心理的支援にも留意した適切な相談対応が必要で

ある。現状では、必ずしもすべての都道府県等において、相談業務をは

じめとした十分なアレルギー疾患に関する対策が講じられていない。ま

た、国において実施している相談員養成研修会においてもそ
の点につい

て十分な対応ができているとはいえない。

(3)研究面の問題

○ 患 者の実態把握

国において、アレルギ
ー患者の実態については必ず しも十分に把握さ

れておらず、有効な治療法の確立に必要な情報収集体制が確
立されてい

ない。

○ 予 防法が未確立

アレルギー疾患は遺伝要因と環境要因が関与しているといわれて
いる

が、多様な原因
。悪化因子は年齢によつても個々の患者によつてもそれ

ぞれ異なるとされ、予防法が確立していない。

○ ど の医療機関でも実施できる抗原確定診断法が未確立

減感作療法や抗原回避等の抗原に特異的な治療を実施するためには、

アレルギーの原因物質の特定は必須の前提条件である。現在、アレルギ

ー疾患の原因物質の確定診断には抗原の負荷試験が必要で、負荷試験は

危険を伴うin v市o試験であるため、限られた専門施設でしか実施されて

いない。よつて、現時点では必ずしもアレルギ
ーの原因物質が特定され

ていない状況で治療が実施されている状況である。

〇 根 治的治療法が未確立

アレルギー疾患に関する研究の成果として、徐々に発症機序、悪化因

子等の解明が進みつつあるが、その免疫システム
・病態はいまだ十分に

解明されていないため、アレルギ
ー疾患に対する完全な予防法や根治的

治療法がなく、治療の中心は抗原回避をはじめとした生活環境確保と抗

炎症剤等の薬物療法による長期的な対症療法となつているのが現状であ

る。免疫アレルギー疾患に関するわが国の基礎研究は世界水準にあると
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2.今 後のアレルギー対策について ―
   ‐

(1)ア レルギー対策の基本的方向性

(1)今後のアレルギー対策の目標

国のアレルギ
ー対策の目標としては、アレルギ

ー疾患に関して、予防 ・

治療法を確立し、国民の安心 。安全な生活の実現を図ることにある。

しかしながら、従来の対策では先に述人たような医療面での問題、患者

のQOLの 低下の問題等が生じており、これらの問題の解決を図るため、

施策の優先日標を定め、アレルギ
ー対策を効果的に講じる必要がある。

「自己管理可能な疾患」ヘ

患者のQOLの 維持 ・向上が図られるよう、アレルギ
ニ疾患の重症化を

予防するための日常生活における管理や医療の提供が重要である。このた

め、アレルギー疾患の自己管理を可能とするためにはt身 近なかかりつけ

医をはじめとした医療関係者等の支援の下、患者及び患者家族が必要な医

療情報及び相談を得て、治療法を正しく理解し、生活環境を改善し、また

自分の疾患状態を客観的に評価する等の自己管理が必要である。

なお、このような取り組みに重点を置きうつ、長期的視点に立ってアィ

ルギー疾患の予防及び根治療法の確立のための研究等の更なる推進を進め

アレルギー疾患の克服を目指すこととする。

(2)国と地方公共団体との適切な役割分担と連携体制の確立

上記アレルギニ対策の目標が達成されるためには、国と地方公共団体、

関係団体等との役割分担及び連携が重要となるも国と地方公共団体の役割

分担については、アレルギ
ー疾患の特性及び医療制度の趣旨等を考慮すれ

ば、基本的には、都道府県は、適切な医療体制の確保を図るとともに、市

町村と連携しつつ地域における正しい情報の普及啓発を行うことが必要で

ある。一方、国は地方公共団体が適切な施策を進めることができるよう、

先進的な研究を実施しその成果を普及する等の必要な技術的支援を行う必

要がある。また、このような行政における役割分担の下、厚生労働省は患

者団体、日本医師会、日本アレルギ
ー学会、日本小児科学会等関係団体並

びに関係省庁と連携してアレルギー対策を推進していくことが必要であ

る。

-28-



(2)ア レルギー対策の具体的方策

上記の方向性を具体的に達成するため、今後 5年 (平成 22年 度まで)

を目途に重点的に取組む具体的方策は以下のとおりである。

今後の方向性

○ 医 療の提供

基本的には医療圏毎に、安定時には身近なかか りつけ医において診療

を行 い、重症難治例や著 しい増悪時等には専門医療機関において適切に

対応 できるよう、円滑な連携体制の確保を図る。

また、診療ガイ ドラインに基づく計画的治療は、従来の患者の自覚症

状に よる治療よりも患者QOLの 向上及び効率的医療の提供が図られる

ことが報告されてお り、診療ガイ ドラインの普及が重要である6

0 情 報提供 ・相談体制

患者 を取 り巻 く生活環境等の改善を図るため、アレルギー疾患を自己

管理す る手法等の開発を図るとともに、地方公共団体 と連携 し、その手

法等の普及啓発体制の確保を図る。

○ 研 究開発等の推進

ア レルギー疾患を自己管理できるよう、患者が自ら抗原を回避するた

めにア レルギ
ーの原因物質の特定が可能 となる手法及び早期診断手法等

を開発するg

また、有効な治療法に関する情報収集体制について検討する。

○ 特 に、各アレルギー疾患について重点的に取組む事項は以下のとお

りである。

・ 花粉症については、舌下減感作療法等の開発を推進する。

・ 喘息については、喘息死の減少を目指 し、適切な医療体制の確保を

図る。

・ 食物アレルギーについては、可能な限 り患者 自身が正しく抗原を知

_  り 抗原を回避できるよう、対策を講 じる。

,「  ア トピ=性 皮膚炎については、患者のQOLの 向上のため、患者が
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継続的に医療を受けられるよう、また自己管理が可能となるように方

策を講 じる。

(1)医療の提供

(ア)か かりつけ医を中心とした医療体制の確立

○ ア レルギー疾患に必要な医療体制

・ 国 においては、アレルギ
ー疾患にかかる医療体制を確保するた

め、日本医師会等医療関係団体や関係学会等 と連携 して、診療ガ

イ ドラインの改訂及びその普及により、地域の診療 レ
ベルの不均

衡の是正を図る。また、国は地域におけるアレルギ
ー対策の医療

提供体制のあり方について事例集を作成
。配布 し、都道府県等ヘ

の普及に努める。

・ このような国の取組を踏まえ、都道府県においては、医療計画

等を活用 して、地域におけるアレルギ
ー疾患に関する医療提供体

制の確保を図ることが求められる。また、適切な地域医療を確保

する観点から、地域保健医療協議会等を通 じて関係機関との連携

を十分図る必要がある。

・ アレルギー疾患患者に対 しては、安定期にはアレルギ
ー疾患に

精通 した身近なかかりつけ医が診療するが、重症難治例や著しい

増悪時には専門的な対応が必要である。そのため、基本的には医

療圏毎にアレルギ
ー診療の専門機能を有 している医療機関が必要

であり、また、アレルギ
ー疾患はほぼ全身臓器に係わる疾患であ

ることか ら、このような専門医療機関等を支援できるよう、都道

府県に 1カ 所は集学的な診療体制 を有している病院を確保する必

要がある。なお、集学的な診療体制においては、アレルギ
ー性鼻

炎、喘息、ア トピ
ー性皮膚炎、小児のアレルギ

ー疾患等に関して

専門の医師を有していることが望ましい。

・ 重症難治例等に至らずとも
一次医療機関で対応できる分野につ

いては、地域の事情によつては診療所間の連携体制の構築につい

ても留意する必要がある。
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〇  喘 息死等を予防する医療体制 :「喘′急死ゼロ」を目指 して

喘息死の原因として、患者側の認識不足や不定期受診等の問題、診

療 側の診療ガイ ドラインの利用度の問題等が挙げられているため、地

域 におぃて診療所と救急病院とが連携 しt患 者教育を含む適切な治療

の普及 と患者力‐ ドを常に携帯 してもらうことによる医師―患者間の

情 報共有等を図ることが重要である。喘′急発作についての初期対応が

可 能な救急病院は、基本的には、医療圏単位で確保されることが望ま

しい。なお、当該病院に求められる要件としては、高度、大規模な医

療機器を備えている必要はなく、アレルギー専門の医師の確保がなさ

れ ていれば足 りるとの意見がある。

※ 喘 息死ゼロを目指 した取組の主な内容は以下のとお りである。
・ かかりつけ医における診療ガイ ドラインの普及
。 患者カー ド携帯による患者の自己管理の徹底
・ 救急時対応等における病診連携の構築

(イ)人 材育成

○ |アレルギー疾患診療に精通したかかりつけ医の育成
。 国においては、診療ガイ ドラインに基づく治療を行うことによ

り、患者のQOLを 向上させ、効率的かつ適切な医療の提供を

促進できることから、日本医師会等医療関係団体や関係学会等

と連携して、かかりつけ医に対して診療ガイ ドラインの普及を

図りつつ、医学 ・医術の進歩に応じ診療ガイ ドラインの改訂を

図る。

: 医 学教育においては、全国の医科大学 (医学部)の 教育プログ

‐ ‐ フ ^の 指針となる 「医学教育モデ∠ヒ.lJョ.ア:力,iり..キ■ラム」に|

おいて、「アレルギー疾患の特徴とその発症を概説できる」「ア

ナフィラキシーの症候、診断と治療を説明できる」「薬物アレル

ギーを概説できる」などの到達目標を掲げていることから、各

大学においては、これに基づいた教育カリキュラムを策定し、

その充実を図ることが必要である。

臨床研修においても、現在、経験 目標の 1疾 患としてアレルギ
ー疾患が取 り上げられてお り、救急対応等をはじめとしたプラ

-31-



イマ ツクアの基本的診療能力 としてその正 しい知識及び技術の

修得に資するものである。臨床研修を受けている医師は自らア

レルギー疾患 (喘息発作やアナフィラキシ
ーシヨック等)の 診

療について経験することが必要である。

。 ま た、日本医師会において実施している医師の生涯教育におい

て、今後ともよリ
ー
層ア レルギ

ー疾患に係 る教育が充実される

ことを望みたい。

・ 小児アレルギ
ー診療に携われる人材の育成について、日本小児

科学会の取り組みが望まれる。

○ ア レルギ
ー専門の医師の育成

アレルギー疾患診療の質の向上及び都道府県間におけるアレル

ギー専門の医師の偏在是正を図るため、関係学会におけるア
レル

ギー専門の医師が適切に育成されることが望まれる。

また、アレルギ
ー診療はほぼ全身臓器に係わ り全年齢層にわた

る疾患の診療 となるため、総合的なアレルギ
ー専門の医師の存在

は重要と考えられ、関係学会においてそのような専門の医師の育

成について検討することが望まれる。

○ 保 健師、看護師、薬剤師及び管理栄養士等においても、ア
レルギ

ー疾患患者に適切に対応できるよう、知識
。技能を高めておく必要

がある。また、保健師、看護師については日本看護協会の研修にお

いて、今後ともよリ
ー
層アレルギ

ー疾患に係る教育が充実されるこ

とが望ましい。さらに、アレルギ
ー疾患にはアナフィラキシ

ーを含

む食物アレルギーもあり、適正な食物除去が行われることが重要で

あることから、管理栄養士 ・栄養士についても、アレルギ
ー疾患に

十分対応できるよう、日本栄養士会の研修等において今後よリ
ー層

アレルギニ疾患に係る教育が充実されることが望ましい。

(ウ)専 門情報の提供

○ 国 は、アレルギ
ー疾患に関する研究成果等を踏まえた専門的な医

学情報については、関係学会等と協力して必要な情報提供体制の確
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保を図る。また、専門医療機関等からの相談に対応できるよう国立

病院機構相模原病院の臨床研究センターに相談窓口を設置する。

(2)′情報提供 ・相談体制

国及び地方公共団体は、患者が生活環境等を改善するため、患者自

己管理手法の促進、情報提供体制や相談体制の確保のための対策を講

じる。

(ア)自 己管理の促進

〇 自 己管理する内容

患者及び患者家族が管理することが望まれる主な事項は以下のとお

りである。
・ 生活環境改善 (食物 ・住環境等に関する抗原回避、禁煙等)
・ 罹患している疾患と治療法の正しい把握
・ 疾 患状態の客観的な自己評価
・ 救 急時対応         等

〇 自 己管理の習得法の普及
。 国 は、日本アレルギー学会等と連携し、上記内容について効果的

な教育資材等を作成し、都道府県等や医療従事者等に配布する6

・ このような国の取組を踏まえ、都道府県等においては、都道府県

医師会や関係学会等と連携して研修会を実施する等して、保育所 。

学校 (PTA等 )。職域や地域 (子ども会等)等 における自己管理

手法の普及を図ることが求められる。

・ また、市町村においても、都道府県等と同様の取組が期待され、

平L幼児健診等における保健指導等の場を効果的に活用し、アレルギ
ー疾患の早期発見及び自己管理手法の普及等を図ることが求められ

る。

・ さらに、学校 ・保育所等においては、保護者等と十分連携をとり、

児童のアレルギー疾患の状況を把握して健康の維持 ・向上を図るこ

とが望ましい6
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。 医療従事者においては自己管理手法の普及について正しく認識さ

れ、医療機関において指導を実践することが望ましい。

(イ)情 報提供体制の確保

○ 国 民及び患者にとらて必要な情報

国民及び患者にとつて必要な、アレルギ
ー疾患に関する主な情報は

次のとおりである。

。 アレルギー疾患に関する
一般疾病情報 (病因

。病態 。疫学等)

。 生活環境等に関する情報

(アレルギー物質を含む食品に関する表示やシック
ハウス症候

群等について、患者が適切に生活環境を確保できるうような

情報等)

・ 適切な治療や薬剤に関する情報

。 研究成果等に関する最新診療情報

・ 医療機関及びサービスの選択にかかる情報

○ 情 報提供手段

。 正しい情報を効果的かつ効率的に普及するためには、インタ
ー

ネットのみならず、パンフレット等を活用する情報提供も必要で

ある。

。 国においては、適宜関係学会等と連携してホ
ームページやパン

フレット等を活用して、最新の研究成果を含む疾病情報や診療情

報等を都道府県等や医療従事者等に対して提供する。

・ 地方公共団体においては、国等の発信する情報を活用するほか、

それぞれの地域医師会等の協力を得ながら、医療機関等の選択に

係る情報を住民に対して提供することが望ましい。

○ そ の他

。 国は、アレルギ
ー物質を含む食品に関する表示については、科

学的知見の進展等を踏まえ、表示項目や表示方法等の見直しを検

討していく。

‐34-



。 広告規制の緩和に伴い、一定の基準に適合するものとして厚生

労働大臣に届出がなされた学術団体の認定する医師等の専門性に

関する資格名が広告できることとなっているが、日本アレルギー

学会については未だ、学術団体としての法人格を有していないた

め、アレルギー診療を行う医師の専門性に関する資格名を広告す

ることができない。日本アレルギT学 会は、当該学会の認定する

専門医の名称を広告できるよう努めているところである。

・ 未就学児童をもつ保護者へのアレルギす疾患に関する情報提供

は、乳幼児期はアレルギー疾患の好発年齢であることから特に重

要である。そのひとつとして、市町村は、保育所等を通じて、食

を通じた子どもの健全育成 (いわゆる 「食育」)|こ関する取組の

中で、食物アレルギーのある子どもについても対応を進めていく

ことが望ましい。

(ウ)相 談体制の確保

〇 国 は、地域毎の相談レベルに格差が生じないよう、全国共通の相

談員養成研修プログラムを作成し、「リウマチ ・アレルギー相談員養

成研修会」及び 「シックハウス担当職員研修会」の充実を図る。

○ こ のような国の取組を踏まえ、都道府県においては体系的なアレ

ルギ‐相談体制の構築、具体的には、一般的な健康相談等は市町村

において実施し、抗原回避等に関するより専門的な相談については

保健所において実施す:る等を検討し実施することが望ましい。また、

保健所においては、地域医師会や栄養士会等と連携し、個々の住民

の相談対応のみならず、市町村への技術的支援や地域での学校や企

業等におけるアレルギー対策の取組への助言等の支援が期待される。

(3)研究開発及び医薬品開発の推進

(ア)効 果的かつ効率的な研究推進体制の構築

○ ア レルギー疾患に関する研究をより戦略的に実施するためには、

研究企画 ・実施 0評価体制の構築として、明確な目標設定、適切な

研究評価及び効果的なフィードバックが重要である。
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○ 国 は研究の採択に当たつてテ
ーマの類似している研究課題の統廃

合を進めるとともに、政策的課題に関連するテ
ーマを明確化し公募

課題に反映させる必要がある。なお、国が進めていく
べき研究課題

は、民間企業と国との役害1を認識しながら、研究事業の評価委員会

の意見を踏まえ、課題の決定を行う。

○ 有 効な治療法選択のための情報収集体制の構築の検討

治療効果も含めたアレルギ
ー疾患患者の動向を適切に把握すること

は、単に疾病統計という視点のみならず、病因、病態、診断、治療、

予後等の研究を効果的かつ効率的に進める上で重要である。国にお
い

ては、科学的根拠に基づいた縦断的な定点観測体制等の構築が必要で

ある。

また、小児に特化した調査としては、同
一客体を長年にわたつて追

跡調査する 「21世 紀出生児縦断調査」力`平成 13年 度から実施され

ているところであり、国は調査結果の積極的な活用について検討する。

(イ)研 究目標の明確化

① 当 面成果を達成すべき研究分野

平成22年 度までに研究成果を得られるよう、次の研究分野を車点

的に研究を推進 していく。

○ ア レルギー疾患患者 自己管理手法の確立

。 国 においては、アレルギ
ー疾患を自己管理できる疾患とする

ための手法の確立を最優先の目標 とする。そのため、関係学会

等と連携し、平成22年 度 (2010年 度)を 目標に、より確

実で簡便な抗原診断法の開発を進め、患者がアレルギ
ーの原因

物質を日常生活の中で適切に管理できるよう、抗原回避等の自

己管理手法の確立や早期診断法の確立等に重点化を図る。国は

これら研究成果はかかりつけ医等にその技術の普及を図り、患

者がアレルギーの原因物質を日常生活の中で適切に管理するこ

とを目指す。
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最優先研究 目標

(1)治 療法の効果を正しく判定するための指標の開発

(2)抗 界特定手法の開発及び環境中抗原調整手法の確立

① 安 全で正確にアレルギー疾患の原因を特定する検査法の

開発

②  自 宅で実施可能な環境中抗原調整手法の開発

(3)重 症化 ・難治化予防のための早期診断法の確立

(4)自 宅で実施可能な減感作療法の開発の推進

自宅で行 うことができる治療法開発は、国は今後さらに研究

を進めていくべきである。特に国はスギ花粉症に対する舌下減

感作療法の治療法開発についての臨床研究を推進 し、安全性、

有効性を確認する。

②  長 期目標を持って達成すべき研究分野

○ ア レルギー疾患の予防法と根治的治療法の開発

長期 目標 としてアレルギ‐疾患の病態 。免疫システム解析と病因

解明を行い、その成果に基づくアレルギ∵疾患の根治的治療法を開

発することを国は目指す。|

病態 。発症機序の解明

(1)免 疫システムの解明によるアレルギー疾患のコン トロール

① 自然免疫と獲得免疫等の機序の解明

‐ ②  ア レルギ=性炎症の中心となる細胞の確定

(2)気 道等組織リモデリング (不可逆変化)の アレルギー疾患
への関与

アレルギー発症予防法の確立

(1)小 児のアレルギー疾患と成人のアレルギー疾患の病態異同

の解析

(2)胎 内におけるアレルギー感作予防と出生後におけるアレル

ギ∵発症予防 (遺伝因子と環境因子の影響に関する解析)

(3)食 物アレルギーの予防薬の開発

着実に進めていくべき研究目標
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治療法の開発

(1)早 期治療の効果と長期予後

(2)治 療中止基準の確立

(3)免 疫療法 (DNAワ クチン等)。生物学的製斉」等の開発

(4)テ ーラーメイド医療

(5)減 感作療法等根治的治療法の効能等改善のため
の、抗原に

関する基盤研究

その他の必要な研究

いわゆる民間医療の評価

‐
国においては、いわゆる民間医療を評価し、その評価結果を国民

に情報提供し、正しい知識の普及を図るとともに、民間医療
の中で

基礎研究 ・臨床研究に取り上げるべき治療法について検討を加え

る。

○ 患 者の行動変容に関する研究

(ウ)医 薬品の開発促進等

○ 新 しい医薬品の薬事法上の承認に当たつては、国は適切な外国の

データがあればそれらも活用しつつ、適切に対応する。

○ 国 においては、優れた医薬品がより早く患者の元に届くよう治験

環境の整備に努める。特に小児に係る医薬品については対応が十分

とはいえないため、小児に係る臨床研究の推進を図ることが望まし

い 。

(4)施策の評価等

○ 政 策評価

・ 国においては、国が実施する重要な施策の実施状況等について評

価し、また、地方公共団体の実施する施策を把握することにより、

より的確かつ総合的なアレルギ
ー対策を講じていくことが重要であ

.る
。また、地方公共団体においても国の施策を踏まえ、連携を模索

し、施策を効果的に実施するとともに、主要な施策について政策評

価を行うことが望ましいし

③
・一一Ю
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本委員会においては、健康局長の私的検討会であるリウマチ対策検討会及

びアレルギ■対策検討会における審議の結果を踏まえ、患者のQOLを 維持
.向上 させるということに重点を置き、検討を重ねてきた。

具体的な検討の範囲としては、我が国におけるリウマチ ・アレルギー対策

を総合的かつ体系的に推進するための基本的方向性から、重′点的に推進すべ

き具体的施策に及ぶ幅広い事項が取り上げられた。そのような議論を基に、

今般、国、地方公共団体及び関係団体等が連携して、ともに進めていくべき

取組の方向性等を示す 「リウマチ対策の方向性等」及び 「アレルギー疾患対

策の方向性等」を作成した。これらの方向性等については、今後の学術等の

進歩に応 じ、適宜再検討を加え、必要があると認められるときは、これを変

更していくものとする。

従前より、我が国におけるリウマチ ・アレルギー対策は、必ずしも戦略的

に実施されてきたとは言えなかった。今般、このような形で報告書がとりま

とめられたことは、議論を尽くしきれなかった点、至らない点もあるとは思

われるものの、我が国におけるリウマチ ‐アレルギー対策を推進する上で大

きな前進となることであろう。

本報告書の成果が十三分に活用され、リウマチ対策については、関係者の

協力の下リウマチ対策が円滑に実施され、リウマチに対する的確な予防対策

が講じられ、「リウマチゼロ」となる日が来ることを期待する。また、この

取組の成果が 「今後のリウマチ対策について」(中間報告)(平 成 9年 8月 2

9日 )に おいて、今後の対策の方向性の中で位置づけられている変形性関節

症対策にも役立っことを期待したい。

また、アレルギー対策についても、今後のアレルギー対策がよリー層円滑

に実施され、国民に安心,安全な生活を提供す.る社会づく―りが達成される.こ‐
とを期待 したい。
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<厚 生科学審議会疾病対策部会リウマチ
・アレルギー対策委員会委員名簿>

秋山 一 男  独 立行政法人国立病院機構相模原病院臨床研究センタ
ー長

岡谷 恵 子  社 団法人日本看護協会専務理事

越智 隆 弘  独 立行政法人国立病院機構相模原病院長

○水田 詳 代  九 州大学病院長

辻  二 郎  東 北大学大学院医学系研究科教授

西岡久寿樹  聖 マリアンナ医科大学難病治療研究センタ
ー長

橋本 信 也  社 団法人日本医師会常任理事

山中 朋 子  青 森県健康福祉部医師確保対策監

山本 一 彦  東 京大学大学院医学系研究科教授

山本 昇 壮  広 島大学名誉教授

横田 俊 平  横 浜市立大学大学院医学研究科教授

(五十音順 ○ 印は委員長)
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<リ ウマチ対策検討会委員名簿>

岡谷  恵 子  社 団法人日本看護協会専務理事

○越智 隆 弘  独 立行政法人国立病院機構相模原病院長

戸 山 芳 昭  慶 應義塾大学医学部教授

西岡久寿樹  聖 マリアンナ医科大学難病治療研究センター長

橋本  信 也  社 団法人 日本医師会常任理事

宮坂 信 之  東 京医科歯科大学教授

山中 朋 子  青 森県健康福祉部医師確保対策監

山本  一 彦  東 京大学大学院医学系研究科教授

(五十音順  〇 は座長)
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<ア レルギニ対策検討会委員名簿>

○秋山 一 男 独 立行政法人国立病院機構相模原病院臨床研究センタ
ニ長

池田 耕 一  国 立保健医療科学院建築衛生部長

岡本 美 孝  千 葉大学大学院医学研究院教授

岡谷 恵 子  社 団法人日本看護協会専務理事

栗山真理子  特 定非営利活動法人アレルギ
ー児を支える全国ネット

アラジーポット専務理事

島崎 修 次  杏 林大学教授

下川 寛 子  福 岡市保健福祉局保健医療部保健予防課長

橋本 信 也  社 団法人日本医師会常任理事

古江 増 隆  九 州大学大学院医学研究院教授

丸井 英 二 順 天堂大学医学部教授

山中 朋 子  青 森県健康福祉部医師確保対策監

山本美代子  日 本栄養士会 (千葉市宮野木保育所総括主任栄養士)

横田 俊 平 横 浜市立大学大学院医学研究科教授
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くリウマチ ・アレル′ギー対策委員会等の開催日程と議題>

生科学審議会疾病対策部会リウマチ ・アレルギー対策委員

(第 1回 は平成 14年 度開催)

第 2回 (平成 17年 3月 7日 )

○ リ ウマチ 。アレルギー対策委員会等の設置について

○ リ ウマチ ・アレルギー対策の現状について

○ 委 員からのプレゼンテーション

・ ア レルギー対策研究及び医療の現状と問題点について (秋山委員)

。 リウマチ対策研究及び医療の現状と問題点について (越智委員)

第 3回 (平成 17年 8月 26日 )

○ リ ウマチ ・アレルギー対策委員会報告書作成

○ リ ウマチ対策の方向性等作成

○ ア レルギー疾患対策の方向性等作成

リウマチ対策検討

第 1回 (平成 17年 4月 12日 )

○ リ ウマチ対策検討会の設置等について

○ リ ウマチ対策の現状について

・ 抗 リウマチ薬の臨床評価方法に関するガイ ドライン (案)

(医薬食品局審査管理課)

○ 委 員からのプレゼンテーション

。 今後のリウマチ対策について (越智座長)

。 市販後調査システムについて (西岡委員)

○ リ ウマチ対策の論点整理について

。 基本的方向性について

。 研究の推進について

。 医薬品の開発促進等について

第 2回 (平成 17年 5月 17日 )

○ 委 員からのプレゼンテーシヨン
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。 日本の関節リウマチ診療を世界水準と比較して ' ‐

(山本委員、宮坂委員(西 岡委員、戸山委員)1‐ ‐

。 県のリウマチ対策における現状と課題 (山中委員)

○ リ ウマチ対策の論点整理について

。 前回議事について

。 医療提供体制の整備について

。 患者QOLの 向上と自立等について

。 情報提供 ・相談体制について

第3回 で平成17年6月28日)

○ 参 考人からのプレゼンテ
ーション

・ リ ウマチ患者の実態について

(長谷川参考人 :社団法人 日本 リウマチ友の会会長)

○ リ ウマチ対策報告書 (案)作 成

第 4回 (平成 17年 7月 29日 )

○ リ ウマチ対策検討会報告書 (案)作 成

○ リ ウマチ対策指針 (案)作 成

レルギー

第 1回 (平成 17年 3月 29日 )

○ ア レルギ
ー対策検討会の設置等について

○ ア レルギー対策の現状について

・ アレルギニ物質を含む食品に関する表示について

(食品安全部基準審査課)

。 シックハウス対策について (健康局生活衛生課)

○ ア レルギ
ー対策の論点整理について

。 基本的方向性について

。 医療提供体制の整備について

・ 患者QOLの 向上等について

第 2回 (平成 17年 4月 21日 )

○ 委 員からのプレゼンテ
ーシヨン
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。 日 本のアレルギ∵診療を世界水準と比較 して

(古江委員、岡本委員、横田委員)

・ 県 のアレルギー対策における現状 と課題 (山中委員)

○ ア レルギー対策の論点整理について

。 前 回議事について

・ 情報提供 。相談体制について

第 3回 (平成 17年 5月 31日 )

○ 委 員 からのプレゼンテーション

・ 患者を取 り巻く環境の改善

(栗山委員、丸山委員、池田委員)

・ 喘息死等予防のための地域医療について

(堀場参考人 :大垣市民病院呼吸器科部長):

○ ア レルギー対策の論点整理について

。 前 回議事について

。 患者を取 り巻く環境の改善について

。 医薬品の開発促進等について        [

・ 研 究の推進について

第 4回 (平成 17年 6月 21日 )

○ ア レルギー対策報告書 (案)に ついて

第 5回 (平成 17年 8月 1日 )

○ ア レルギー対策報告書 (案)に ついて

○ ア レルギー対策指針 (案)に ついて
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<本 報告書における用語の解説>

○ ア レルギー

異物が体内に侵入.したときに、体を守ろうとする防御 (免疫)反 応が、体に

不利に作用し、かゆみ、くしやみ、炎症、喘息等の様々な症状を引き起こす

こと

○ 都 道府県等

都道府県、保健所を設置する市及び特別区

○ 抗 原
一般に免疫反応において原因となる物質を抗原という。特にアレルギ

ー疾患

における原因物質をアレルゲンという。

○ 感 作率

症状の有無に関わらず抗原に対する抗体を持っている人の割合

○ 発 症率

感作された人のうち疾患を発症した人の割合

○ 有 症率

診断の有無にかかわらず、症状を有する人の割合

○ 有 病率

ある時点において疾患を有する人の割合

○ 抗 原回避

アレルギニの原因物質を避けること

○ 医 療圏

主として病院の病床の整備を図るべき地域的単位として設定する医療計画上

の区域

○ 集 学的

各分野の専門の医師が協力して治療に当たること

○ 疾 患管理

病気を良い状態に保つよう処置すること

O 診 療ガイ ドライン

標準的な診断と治療に関する指針 (本報告書においては、厚生労働省研究班

において、関係学会等と連携して作成された診療ガイドラインを指す。)

○ ア ナフィラキシー

抗原に接触したり、摂取した後に、数分から数十分以内にアレルギ
ーによる

症状が体の複数の臓器や全身に現れる激しい急性アレルギ
ー
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(D アナフィラキシーショック

重症アナフィラキシーにより血圧低下、呼吸困難や意識障害を引き起こす現

象

○ 減 感 作療法                ・

抗原のエキスを長い時間をかけ少しずつ注射して体を徐々に慣れさせていく
治療法

○ ゲ ノム診断法

染色体または遺伝子の一組を検査して病状を判断すること

○ テ ー ラーメー ド医療

各患者に応 じて最適な薬を投与する治療法

O   i n  v i v o

生体内で

○ 行 動変容

行動が変 わること

〇 抗 リウマチ薬

免疫に関係する細胞に働きかけ、異常になった免疫系を元の状態に戻して、

病状の進行を止める薬

○ 有 害事象

治験薬を投与された被験者に生じたあらゆる好ましくない医療上のできごと

○ 疫 学調査

病気の原 因と思われる環境因子を設定し,そ の因子が病気を引起こす可能性

を調べる統計的調査

○ ク リテ ィカルパス

成果 目標 に向かってできる限 り無駄を削減 して在院 日数を短縮する治療方針

計画書にて医療を行 うこと
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<リ ウマチ・アレルギー疾患に関する図表集>

(表1)各都道府県におけるリウマチ施策について
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(図 1)関 節リウマチ患者の入院 ・外来別の割合

(図2)アレルギー様症状があった者とその診断があった者の割合(複数回答)
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厚生労働省平成14年患者調査より

厚生労働省平成15年保健福祉動向調査よ り



(図3)年 齢階級別にみたアレノL′ギ
ー様症状があつた者の割合(複数回答)
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厚生労働省平成15年保健福祉動向調査 よ り

(表3)アレルギー性疾患対策への要望の割合(12歳以上
・複数回答)  (%)

注:総劉こ!よ… 。
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厚生労働省平成15年保健福祉動向調査よリ



(図4 )小 児喘息の有病率の推移

Yoshida El

糠  MiZutani

ござず さ ごぴござ 逆ごごござ び びぴゞ

検討会 秋 山委員提 出資料より抜粋

(図5)ア レルギー疾患に関連する死亡の内訳について
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厚生労働省平成15年人 口動態統計 より
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<リ ウマチ ・アレルギー疾患に係わる診療ガイドライン等について>

厚生労働省においては、厚生労働科学研究の中で、リウマチ ・アレルギー

疾患の診療ガイドライン等の学会等全の作成支援を行い、医療従事者や一般

国民に対する普及啓発に努めているところであり、以下にその下覧を示すも

11関 節 リウ■チ                  ‐        |

‐『関節リウヤチの診療マニュアル (改訂版)診 断のマニュアルとEBM

に基づく治療ガイドライン』(***)

発行 :平成 16年 4月

作成 :厚生労働省研究班

編集 :越智 隆 弘 (相模原病院院長)他

2 ア トピァー性皮膚炎

『ア トピー性皮膚炎治療ガイドライン2005』 (*)

発行 :平成 17年

作成 :分担研究 「アトピー性皮膚炎治療ガイドラインの作成」

監修 :河野 陽 一 (千葉大学大学院医学研究院小児病態学教授)

山本 昇 壮 (広島大学名誉教授)

『ア トピー性皮膚炎―よりよい治療のためのEBMデ ニタ集』(*)

発行 :平成 17年

作成 :古江 増 隆 (九州大学大学院医学研究院皮膚科学教授)

3 ア レルギー性鼻炎

『鼻アレルギー診療ガイドライン 2002年 版 (改訂第4版 )』(**)

発行 :平成 14年

作成 :鼻アレルギニ診療ガイ ドライン作成委員会      ~

編集顧問 :奥田 稔 (日本医科大学名誉教授)

4 口嵩′息

『科学的根拠に基づく (EBM)喘 息診療ガイドライン』(**)

発行 :平成 13年

作成:鉢 日翻三(日本臨床アレルキト療患研究所長。東京大学名誉教授)
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『ЁBMに 基づいた抗喘息薬の適正使用ガイドライン』(**)

発行 :平成 13年

作成 :厚生労働省医療技術評価総合研究喘′訳ガイドライン班

監修 :鉢 日佃三(日本臨床アレルキ―゙疾患研究所長 。東京大学名誉教授)

『一般臨床医のためのEBMに 基づいた喘息治療ガイドライン』(***)

発行 :平成 16年

作成 :鉢 日御ヨ 日本臨床アレルキ
―゙疾患研究所長 。東京大学名誉教授)

他

『ゴBMに 基づいた患者と医療者のパ
ー トナーシップのための喘息診療

ガイ ドライン (小児用)』(***)

発行 :平成 16年

作成 :鉢 日和三(日本臨床アレルキ―゙疾患研究所長 。東京大学名誉教授)

他

『EBMに 基づいた患者と医療者のパー トナ
ーシップのための喘息診療

ガイドライン (成人編)』(**)

発行 :平成16年

監修 :鉢 E翻三(日本臨床アレルキ―゙疾患研究所長 ・東京大学名誉教授)

『喘息予防 。管理ガイ ドライン 2003』 (*)

発行 :平成 15年

作成 :厚生省免疫 ・アレルギ
ー研究IJI

監修 :牧野 荘 平 (東京アレルキ
―゙疾患研究所 。獨協医科大学名誉教授)

古庄 巻 史 (市立岸和田市民病院長 現 こくらアレルキ
―゙クリニック)

鉢 曜正 (日本臨床アレルキ
―゙疾患研究所長 。東京大学名誉教授)

西間 三 馨 (国立療養所南福岡病院)

5 食 物アレルギ
ー

『食物アレルギーの診断の手引き2005』 (*)

発行 :平成 17年

作成 :「食物アレルギー診療の手引き」検討委員会

監修 :海老澤 元 宏 休目模原病院臨床研知″ラ府 “゙麒 患研究部)他
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また、平成 17年 3月 に、厚生労働省医薬食品局食品安全部基準審査課

において 肋日工食品に含まれるアレルギー表示』についてパンフレット

を作成 ・配布

(*)免 疫アレルギ
ー疾患予防 ・治療研究事業による

(**)医 療技術評価総合研究事業による

(***)医 療技術評価総合研究事業において作成 したものを学会等に

おいて改訂
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リウマチ対策の方向性等

第 1 趣 旨

リウマチについては、効果的な対症療法はあるものの、下般的に病態は十分に解明

されたとはいえず、根治的な治療法も確立されていないため、必ずしも患者の生活の

質 (Quality Of Life:QOL)の維持 。向上が図られていない。

また、国においては、これまでリウマチ対策として、研究の推進や研究成果を活用

し′た普及啓発等を実施してきたものの、必ずしも戦略的に実施されていない上、都道

府県等におけるリウマチ対策には格差があるなど、我が国におけるリウマチ対策は必

ずしも十分なものとはいえない。

このような認識の下、本方向性等は、今後5年程度のリウヤチ対策の方向性等を示

すこと等によつて、国を始め、地方公共団体及び関係団体等におけるリウマチ対策が

戦略的に推進されることを促そうとするものである。

第 2 基 本的方向性

1 当 面のリウマチ対策の目標

リウマチの予防法及び根治的治療法が未確立である現状においては、リウマチ患

者のQOLの 維持 ・向上を図るために、可能な限り入院患者数の減少や入院期間の

短縮を目指し、リウマチの重症化を防止することが重要であり、リウマチ活動期初

期における早期治療法を確立するとともに、早期に適切な医療及び情報を提供する

ことが必要である。

このため、国は、リウマチの予防法及び根治的治療法の研究開発を長期的な観点

から引き続き着実に取り組むとともに、今後5年程度を目途に、当面のリウマチ対

策の日標として、「リウマチ重症化防止策の推進」
1を図ることを掲げ、地方公共団

体との役割分担と連携の下に、関係団体等の協力を得ながらともに取り組むことと
‐
 す る。

1リ ウマチの根治的な治療法が確立されていない状況の中で、その上下肢の疼痛、機能障害の進行を防止し患者の生活の質を向上する
ためには、早期診断法や有効性の高い治療法開発の推進、適切な医療を効率的に提供できる体制の確立、相談や情報提供等患者を取り

巻く環境の確保を進め、リウマチ重庁化防止を目指す必要がある。

参考資料 6
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2 取 り組むべき施策の柱         ‐

1の 目標を達成するためには、1従前の1研究開発中心の対策から、今後は、国、地

方公共団体及び関係団体等が適切な役割分担1の下、(1)医療提供等の確保、(2)情報

提供 ・本目談体制の確保、(3)開発研究開発等の推進を、取り組むべき施策の柱に据え

ることが必要であり、今後5年程度、それぞれにっいて以下の方向性で取り組んで

い く 。

(1)医療提供等の確保

患者等に身近なかかりつけ医を中心としながら、症状の安定時にはかかりつけ医

において、重症難治例や著しい増悪時等には専門医療機関において、適切な太ヽ が

なされるよう、かかりつけ医と専門医療機関の円滑な連携による医療提供の確保を

図る。

また、関係団体等の協力を得ながら、診療ガイドライン、専門的な医学情報の普

及、リウマチ診療に精通した人材の育成を進めることにより、診療レベルの均てん

化を図る。

(2)情報提供・相談体制の確保

患者等に対する、①リウマチに係る正しい知識・情報、②医療機関に関する情報、

③適切な自己管理の手がについての普及啓発や相談体制の確保を行う。

(3)研究開発等の推進

①当面 (今後5年程度)の 目標と、②長期的な目標とを明確に設定し、研究開発

をより戦略的に推進する。また、医薬品等の開発促進等についても、引き続き取り

組む。

なお、国が進めていくべき研究課題は、事前評価委員会の意見も踏まえ、民間企

業との役害」の違いを認識した上で、採択されることが求められる。この際、テーマ

の類似している研究課題は統廃合を進める必要があるとともに、政策的課題に関連

するテーマを明確化し、公募課題に反映させる研究開発推進体制を構築する。

3 国 と地方公共団体 との役割分担と連携

国は、引き続き研究開発等の推進を図るとともに、地方公共団体が医療提供等の

確保や情報提供。相談体制の確保の取り組みを進められるよう、研究の成果等につ

いて情報提供するなど技術的支援を中心に担うことが必要である。

地方公共団体のうち都道府県は、医療提供等の確保を図る上で中心的な役割を担

うとともに、情報提供。相談体制の確保については、市町村。関係団体等と連携し、

2主に、①生活上の注意点、②疾患状態 (活動性)の 客観的な基準に基づく評価、③疾患の重症化予防法、治療法及び副作用に関する

正しい知識、等を指す。なお、医療従事者においては自己管理手法の普及について正しく認識し、医療機関において指導を実践するこ

とが望ましい。



情報提供 。相談の対象者や内容等に応じて、地域における普及啓発に取 り組むこと

が必要である。

このような国と地方公共団体における役害」分担の下く厚生労働省は患者団体、日

本医師会、 日 本リウマチ学会、日本整形外科学会及び日本小児科学会等関係団体並

びに関係省庁と連携してリウマチ対策を推進していくことが必要である。

第3 今 後5年程度におけるリウマチ対策

第 2の 2に おける取り組むべき施策の柱については、国と地方公共団体の役割分担を

明らかにしつつ、以下のとおり実施していく。

1 医 療提供等の確保

(1)国の役割

○ 診療ガイドライン等の普及

国は、関係団体等の協力を得て、診療ガイドラインや病態別重症度別のクリテ

ィカルパス等の普及を進めることにより、医療機関における診療レベルの均てん

化を図るしなお、診療ガイドラインは、学術等の進歩に応じ、随時改訂を図るも

のとする。

○ 人材の育成

リウマチの診療経験は、プライマリケアの基本的診療能力として、その正しい

知識及び技術の習得に資するものであり、臨床研修において現在、 リ ウマチが経

験目標の1疾患として取り上げられているところであるが、さらにリウマチ診療

に精通した人材の育成を図るため、国は関係団体等に対し以下のとおり協力を依

頼する。

① 日 本医師会に対して、医師の生涯教育におけるリウヤチに係る教育の一層の

充実

② 日 本薬剤師会等の職能団体に対して(各 種研修におけるリウマチに係る教育

の一層の充実

③ 日本リウマチ学会等の関係学会に対して、リウマチ専門の医師が地域によっ

ては不足しがちであること、関係学会間において専門医の認定基準等が異なる

こと及al 児ヽリウマチ診療に携われる医師の確保が必要であるとの意見がある

ことに鑑み、専門の医師の育成の促進
3、並びにリウマチ診療は、ほぼ全身臓器

3日本リウマチ学会の専門医と日本整形外科学会の認定リウマチ医の認定の基準や方法等においては、専門医の在り方を踏まえつつ、
当面求められる専門的な薬物治療や手術の予後に関する知識等両分野に共通しうる事項から、統一していくことが期待される。



に係 わる疾患の診療となるため、総合的なリウマチ専門の医師の育成に|ついて

の検討                      ‐

(2)地 方公共団体の役割

○ 診療ガイ ドライン等の普及、適切な地域医療の確保

都道府県は、学会等が作成した診療ガイ ドライン等の普及を進めるとともに、

重症離治例や著しい増悪時には、専門的な対応が必要とされることから、医療圏

毎に リウマチ診療の専門機能を有している医療機関を確保することや、これらを

支援できるよう、都道府県単位を基本に、集学的な診療体制を有 している病院を

確保することが望まれる。このため、地域における医療提供体制
4(身
近なかか

りつけ医二専門医療機関一集学的医療機関の確保とこれらの連携体制)の確保を

図ることが求められる。なお、重症難治例等に至らずとも
一次医療機関で対応で

きる分野については、地域の事情によっては診療所等間の連携体制の構築につい

ても留意する必要がある。

○ 地域の関係団体等との連携

適切な地域医療を確保する観点から、地域保健医療協議会等を通じ、地域医師

会等の関係団体等との連携を十分に図ることが必要である。

○ 難病患者等居宅生活支援事業等の活用

リウマチによる機能障害の回復や低下を開 |卜するため、リウマチのリハビリテ

ーションを行 うことができる環境の確保を図り、併せて難病患者等居宅生活支援

事業の活用を図る。その際、高齢者が寝たきり状態になることを予防するため、

介護予防の視′点も考慮し、地域におけるリハビリテ
ーション体制の確保に留意す

る。

情報提供 口相談体制の確保

(1)国の役害1

oホ ームページ等による情報提供

国は、厚生労働科学研究費等の活用により、関係学会等と連携しながら、リウ

マチに係る正しい知識。情報を収集し、ホームページ及びパンフレット等を通じ

て、患者を含む国民にとつて必要な①リウマチに係る正しい知識 ・情報
5、
②医

療機関に関する情報、③適切な自己管理の手法の普及啓発 休目談体制の確保を含

む。)を 行う。また、同様の取組みを行う地方公共団体、関係団体等、医療関係

者に対して情報を提供する。

4小児リウマチの医療体制の確保に当たっては、必要に応じて、周辺都道府県等と連携してその確保を図ることが期待される。

5例えば、リウマチに関する一般疾病情報、適切な治療、薬剤に関する情報、研究開発の成果等に関する最新の診療情報等



○ 教育教材の作成等

適切な自己管理の手法 (③)に ついては、診療ガイ ドラインによる医療関係者

´ヽ、の情報提供に加え、患者等にも理解 し′やすい
一般向け教育パンフレットなどの

教育教材を作成し、都道府県等や関係団体等に情報提供する。

○ 研修会の実施

地域ごとの相談レベルに格差が生じないよう、都道府県等における相談体制の確

保を支援するため、都道府県等の保健師を対象にリウマチ ・アレルギ
ー相談員養

成研修会を引き続き実施する。

○ 専門医療機関等を対象とする相談窓国の設置

独立行政法人国立病院機構相模原病院臨床研究センタ
ーにおいて専門医療機

関等を対象とする相談窓口を設置する。

(2)地 方公共団体の役割

○ リウマチに係る情報提供

リウマチに係る正しい知識 。情報 (①)に ついては、国が提供する情報を活

用 しつつ、それぞれの地域における情報提供 。相談の対象者や内容等に応 じ、

市町村 。関係団体等と連携し、地域の実情等に応じた普及啓発に取り組むこと

が重要である。

○ 医療機関に関する情報提供

都道府県等においては、地域医師会等の協力を得ながら、医療機関に関する

情報 (②)を 住民に対して提供することが望ましい。

○ 適切な自己管理の手法に係る情報提供

適切な自己管理の手法 (③)に ついては、診療ガイ ドライン、
一般向け教育

パンフレット等の医療機関への普及を進めるとともに、市町村においても、地

域保健活動 (各種研修会等)の 際に、また、地域 。職域等に、
一
般向け教育パ

ンフレット等を配布 し、適切な自己管理手法の普及を図ることが望ましい。そ

の際、難病相談 。支援センターとの連携について留意することが必要である。

○ 保健所等における取組み

保健所等においては、地域医師会等と連携し、個々の住民の相談対応のみな

らず、市町村への技術的支援や地域での企業等におけるリウマチ対策の取組ヘ

の助言等の支援が期待される。

3 研 究開発等の推進

○ 研究推進体制の構築

国は、効果的かつ効率的な研究推進体制を構築するため、当面平成22年 度まで



に研究成果を得ら11′ζlよう重点的に研究を推進 t/ていく研究分野と長期的な目標

とを持 つて達成すべき研究分野を選定lへ́Of究目標をり]確化ヒ/て適切に研究を実施

し「てい く。

① 医薬品等の開発促進等

医薬品等の開発促進等については、新しい医薬品の薬事法上の承認に当たっては、

国は適切な外国のデータがあればそれらも活用しつつ、適切に対応する。また、優

れた医薬品がより早く患者の元に届くよう治験環境の整備に努める。

4 そ の他

〇 施策のフォローアップ

国は、地方公共団体が実施するものを含め、主要な施策の実施状況等を把握 し、

より戦略的にリウマチ対策を講じていくことが重要である。また、地方公共団体に

おいても国の施策を踏まえ、連携を模索し、施策を効果的に実施するとともに、主

要な施策について評価を行 うことが望ましい。

○ 方向性等の見直し

国は、「リウマチ対策の方向性等」について、適宜再検討をカロえ、必要があると

認められるときは、これを変更するものとする。        ・


